
川崎市一般廃棄物処理基本計画 －ごみ減量 未来へつなげる エコ暮らしプラン－

第 ２ 期 行 動 計 画 

資料１

（案）

かわるん 
生まれも育ちも川崎で、

市民の皆様に、より３Ｒ

を身近に感じてもらうた

めに活動する妖精です。

～１５０万市民の挑戦～ 



エコちゃんず （ろじぃちゃん） （のみぃちゃん）
・21 世紀、エコロジーの心とエコノミーの心が共鳴し
て生まれた双子。

・「低炭素」「資源循環」「自然共生」に配慮した「エコ
暮らし」を目指して、日々活動しています。
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本市は、150 万人の人口を抱える大都市であり、環境意識 

の高い市民・事業者が多く、「環境市民」として、多様な取 

組を地域で率先して行っています。 

今後も、資源循環・低炭素・自然共生の統合的な取組を推 

進し、市民・事業者と協働して環境問題を改善することで、 

ひいては、市域内にとどまらず、日本そして地球環境全体の 

保全に貢献するため、日本のトップランナーとして率先して 

取り組むんでいきます。 

本市で引き続き見込まれる人口増加や将来的な人口減少・少子高齢化、災害対策の強化などの社会

状況の変化等に対しても的確に対応しながら、ものを大切に有効活用することによって、ごみを発生

させないライフスタイルを追及し、また、それを実践することによって、限りなくごみをつくらない

社会の実現を目指していきます。 

一人ひとりが、地球環境の状況を考え、それぞれが市民生活や事業活動の中で、循環を基調とした

生活の質の高さと環境の保全を両立させたライフスタイルである“エコ暮らし”を実践し、それを習

慣化させる取組を推進していきます。 

地域の生活環境を守り、安心して暮らせるまちをつくるため、市民が健康的で快適な生活を送る

ことのできるライフラインとして、安全・安心な処理体制を確保し、適正に廃棄物の処理を行ってい

きます。 

総 論 
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基本計画の期間は、2016(平成 28)年度から 2025(平成 37)年度までの 10 年間とします。 

ただし、大きな社会状況の変化等があった場合には、計画期間の途中に見直しを行います。 

【目標１】１人１日あたりのごみ排出量を 10％削減する（998g⇒898g）

【目標２】ごみ焼却量を 4万トン削減する（37万㌧⇒33万㌧） 

               （家庭系 2万㌧削減、事業系 2万㌧削減）

※ごみ排出量とは、一般家庭

から排出されるごみ（普通ご

み・粗大ごみ・資源物・資源

集団回収）、事業者から排出

されるごみ（事業系焼却ご

み・事業系資源物）、道路清

掃ごみの合計 

100g の減量 

4 万ﾄﾝの削減

グラフ 1-1 1 人 1日あたりのごみ排出量

グラフ 1-2 ごみ焼却量

● 基本計画と行動計画の位置付け 

基本計画の目標達成に向け、行動計画において具体的施策を定め、中間目標を設定 

第１期行動計画（２年間）66 の具体的施策

・目標１：１人１日あたりの普通ごみ排出量を 15g 削減

・目標２：家庭系の資源化率 30％ 

・目標３：ごみ焼却量を１万ｔ削減 

第２期 

４年間 

今回策定 

第３期

４年間

CO
2
18,000 ト

ン 減

杉の木 128
万本分相当
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～コラム１～ 「エコ暮らし」ってどんな暮らし？ 
「エコ暮らし」とは、ごみをできるだけ発生させない生活や活動、ごみの分別の徹底、節電などの省

エネ行動、庭や花壇の緑化の推進を行うなど、環境に配慮した行動を積み重ねていくことではないでし

ょうか。一つ一つは小さい取組であっても、積み重ねていくことで環境に対する意識が高まっていきま

す。 

◆ ごみ減量の目安 

① 第２期行動計画ではどれくらいごみを減らせばいいの？ 

    １人 1日３６ｇ ⇒ １人 1か月１．１ｋｇ ⇒ １人年間１３．１ｋｇ 

② ごみの重さってどれくらい？ 

  ・マイ袋、マイ箸、マイカップの利用 ⇒ １回 約５ｇ～１０ｇ 

  ・生ごみの水切りをする       ⇒ １回 約５０ｇ 

  ・シャンプーなど詰め替え商品の選択 ⇒ １回 約５０ｇ～１００ｇ 

  ・食べ残しや調理くずを極力減らす  ⇒ １回 約１００ｇ（ごはん半膳） 

  ・衣類の譲渡・リメイク       ⇒ １着 約２００ｇ～１，０００ｇ 

残さず 

「食べきろう」

エコ暮らしの取組例 

再生可能エネルギーを積

極的に活用しよう 

自然の体験学習など

に参加して、自然共

生について考えてみ

よう 

僕は身の回りに木や花

を植えるのもいいね

電車やバスは環境にや

さしい移動方法だよ

ごみ捨て前の 

「水きり」も大事だね
「使いきれる」量だ

け買わないと！

・他にもいろんな取組があるよ！ 

・「資源循環」・「低炭素」・「自然共生」に

繋がる取組はどれもエコ暮らしだね！ 

資源循環 

低炭素 自然共生 
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◇ ごみの減量化・資源化に係る市民参加を推進するため、様々な年代の市民や事業者など多様な

主体がごみ減量について意見交換する「ごみゼロカフェ」を開催しました。 

◇ 「つながりたのしむあそび集」を活用した幼稚園での環境教育（幼児）、社会科副読本「くらし

とごみ」、環境副読本「わたしたちのくらしと環境 明るい未来に向かって」（小学生）、「あした

をつかめ！いいね それならできる」（中学生）などを配布するとともに、ふれあい出張講座・

出前ごみスクール、王禅寺エコ暮らし環境館での環境教室の開催やごみ分別アプリの活用など

を行いました。 

◇ 集積所の状況等の情報共有を図りながら、廃棄物減量指導員等による排出指導を実施しました。 

◇ 使いきり・食べきり・水きりの「３きり」に係るリーフレットを作成・配布するとともに、水き

りネットを配布するなどの生ごみダイエットキャンペーンを実施し、普及啓発を行いました。 

◇ 事業系一般廃棄物処理手数料を 2017（平成 29）年４月に改定しました。 

◇ 処理センターにおいて、内容物審査機等を活用して一般廃棄物の内容審査を行い、事業者への分

別指導を行いました。 

◇ 市内の外食産業に食べきりポスターを配布するとともに、食べきり協力店の認定、市ホームペー

ジでの紹介を行うなど食品廃棄物の発生抑制を推進しました。 
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◇ 川崎市災害廃棄物等処理計画等の改定に向けた検討を行いました。 

◇ 橘処理センターの建替に向けて既存施設の解体撤去工事に着手するとともに、堤根処理センタ

ーの建替に向けた基本構想を策定しました。 

◇ まちの美化推進に向けて、廃棄物減量指導員等による排出指導の実施や「ごみゼロキャンペー

ン」を実施しました。 

◇ 区役所等でのごみ相談窓口を継続的に実施しました。 

◇ １人暮らしの高齢者や障がい者の方を対象に、玄関先等までごみを取りに行く「ふれあい収集」

を実施しました。 

◇ 処理センターを安定的に稼働し廃棄物発電を行い、所内電力に活用するとともに、余剰電力は売

却することにより温室効果ガスの削減に貢献しました。 

◇ 浮島処理センターで発電した余剰電力の一部について、自己託送制度を活用し、堤根処理センタ

ーに送電することで電力料金の削減を行いました。 

◇ 建替が行われる橘処理センターについては、エネルギー回収効率の高い設備の導入に向けて手

続きを進めました。 
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～コラム２～ ごみゼロカフェって何だろう？ 

・ごみの減量化・資源化に係る市民参加を推進するため、様々な年代の市民や事業者など多様な主

体がごみ減量について意見交換する「ごみゼロカフェ」を開催しています。 

・「ごみゼロカフェ」では、参加者がカフェのように気軽な雰囲気の中でコーヒーや紅茶を飲み、

お菓子をつまみながら意見を交換しました。 

・若い方も参加してくださり、小グループの「ワールドカフェ方式」で楽しく対話しながら、「“エ

コ暮らし”からごみ減量を考える」をテーマに、ごみ減量のアイディアを出し合いました。 

市民・事業者・市がともに考えてい

くことで、市の政策をより良いものに

していくことができるんだね。 

第２期行動計画には、こういったみ

んなの意見が反映されているみたいだ

ね。みんなも気軽に参加してみてね！ 
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2007(平成 19)年度から、人口が約 12 万人増加している状況の中、国による循環型社会の構築に向け

た関連法の整備のもと、分別収集の拡

大をはじめとするさまざまな 3R（リデ

ュース、リユース、リサイクル）施策の

取組により、ごみの総排出量は減少し

ています。 

ごみ焼却量と資源化量を合わせたご

みの総排出量は、2007(平成 19)年度に

は約 59 万トンでしたが、2016(平成 28)

年度には約51.5万トンにまで減少して

おり、市民・事業者によるごみの発生抑

制に対する意識がより高まっているこ

とがうかがえます。 

 これまでのごみ減量の取組により、

１人１日あたりのごみ排出量は、

2007（平成 19）年度には 1,178g で

したが、2016（平成 28）年度には

947g にまで減少しました。 

 特に、家庭から排出される普通ご

みの減少量が最も大きく、2007（平成

19）年度の 602g から、2016（平成

28）年度には 443g にまで減少してい

ます。 

１人１日１ｇの削減により、年間の

ごみ総排出量が約 550ｔ削減されるた

め、引き続き、市民・事業者一人ひと

りが、ごみの減量に向けた取組を推進

していくことが重要です。 

グラフ 1-3 ごみの総排出量と人口の推移

グラフ 1-4 １人１日あたりのごみ排出量の削減

事
・
資

事
・
焼

他

家
・
資

家
・
普
通

資
源
化
量

ご
み
焼
却
量
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分別収集や資源集団回収等で集めら

れた家庭から排出される資源物の量は、

ミックスペーパーの分別収集を全市実

施し、プラスチック製容器包装の分別収

集を一部の区域（川崎区・幸区・中原区）

で開始した 2011(平成 23)年 3 月以降、

増加しました。一方で、近年では、ペー

パーレス化などによりごみの発生抑制

が進み、資源化量が減少傾向にありま

す。今後は、ごみの発生抑制に向けた取

組と合わせて資源化の向上に向けた取

組をさらに推進していくことが必要で

す。

2016(平成 28)年度までに、ごみ焼却

量は、2007(平成 19)年度と比べて、8万

トン以上削減されており、市民・事業

者のごみ減量に対する意識が高まって

いると推測できます。 

内訳としては、家庭系ごみ焼却量が

約 6.2 万トン、事業系ごみ焼却量が約

2.3 万トンの削減となっています。 

なお、これまでの取組によりごみの

焼却灰の埋立量が減少し、埋立処分場

の延命化が図られたため、2005 年（平

成 17年）に行った試算では 2028(平成

40)年度には一杯になると見込まれて

いましたが、現在の試算では概ね 2053(平成

65)年度頃まで延命化が図られています。 

しかしながら、市内に新たな埋立処分場を確保することは困難な状況にあり、今後も、ごみの減量

化・資源化を推進することにより、埋立処分場の使用期間を最大限延長することを目指す必要があり

ます。

グラフ 1-6 ごみ焼却量の推移

グラフ 1-5 資源化量（率）の推移

事
業
系
資
源

家
庭
系
資
源

事
業
系
焼
却

家
庭
系
焼
却
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本市では、民間事業者の活用や普通ごみの収集回数の変更などの取組により、家庭系ごみの処理費

用は大幅な減少傾向にありましたが、ごみと資源物の収集運搬及び処理に係る費用は年額約 137 億円

となっており、今後も効果的・効率的に事業を進める必要があります。

グラフ 1-7 ごみ処理費用の推移 

※ごみ処理費用は、家庭系ごみの収集・運搬、処理・処分等に係る費用

災害廃棄物を円滑かつ迅速に処理していくため、国では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律や災

害対策基本法の改正が行われるなど、東日本大震災や熊本地震などの教訓を踏まえて、安全性・安定性

を確保した災害時の廃棄物処理体制の重要性はさらに増加しています。 

災害時にはもの凄い量の廃棄物が出るか

ら、事前の計画づくりはとても大事だね！
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世界的な状況

2015（平成 27）年９月にニューヨーク国連本部で開催された国連持続可能な開発サミットで 150 を

超える加盟国首脳のもとで「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、17の目標と 169

のターゲットからなる「持続可能な開発目標（SDGs）」が示されました。「持続可能な開発目標（SDGs）」

の目標の１つに、持続可能な生産消費体制を確保することが設定され、この目標に向けて 2030 年まで

に小売・消費レベルにおける世界全体の一人あたりの食料の廃棄を半減させることや、３Ｒ（リデュー

ス、リユース、リサイクル）により、廃棄物を大幅に削減することなどが示されました。 

国や神奈川県の状況 

国においては、東日本大震災の経験を踏まえ、今後発生が予測される災害への予防、さらに発生し

た災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行うための応急対策等について、必要事項を整理した「災害廃

棄物対策指針」が2014（平成26）年３月に策定されるとともに、2015（平成27）年７月に「廃棄物の

処理及び清掃に関する法律」の改正が行われました。神奈川県では、この指針の策定や法の改正等を

踏まえて、2017（平成29）年３月に「神奈川県災害廃棄物処理計画」が策定されました。 

また、国内で大量の食品が廃棄されている問題に対し、食品廃棄物の発生抑制と再生利用の向上等

を目的として、2015年（平成27）年７月に「食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針」が

改定されました。この基本方針では、食品ロスの削減にかかわる国、地方公共団体、食品関連事業

者、消費者等の様々な関係者が連携して、食品ロス削減国民運動を展開し、食品ロスの削減に努める

ことなどが示されました。 

◆ コラム３ 食品ロス削減に向けた「さんまるいちまる（3010）運動」を御存知ですか？ 

○ 3010運動は、宴会時の食べ残し

を減らすためのキャンペーンで、

＜乾杯後30分間＞は席を立たず

に料理を楽しみましょう。 

  ＜お開き10分前＞になったら、

自分の席に戻って、再度料理を楽

しみましょう、と呼びかけて、食

品ロスを削減するものです。 

○ 職場や知人との宴会から始めてい

ただき、一人ひとりが「もったい

ない」を心がけ、楽しく美味しく

宴会を楽しみましょう。 

※ 環境省 HP（http://www.env.go.jp/recycle/food/07_keihatu_siryo.html） 
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川崎市の状況 

本市の人口は 2017（平成 29）年４月に 150 万人を突破しました。全国的に人口が減少する中、本市

では出生数が死亡数を上回る自然増加が続いているとともに、転入が転出を上回る社会増加も続いて

います。また、交通利便性の良さなどから、20 代から 30 代の若い世代の方々の転入が多い特徴があり

ます。2014（平成 26）年と 2016（平成 28）年の 10 月１日現在の人口を比較すると、２年間で人口は

28,434 人、世帯数は 16,102 世帯増加しました。 

また、2017（平成 29）年５月に公表した将来人口推計では、本市の人口は、引き続き増加傾向を示

し、2030（平成 42）年に 158.7 万人となりピークを迎え、以降、減少への転換が想定されます。老年

人口も、当面、増加を続け、2020（平成 32）年に超高齢社会が到来することが想定されます。 

H29.5 に公表した新将来人口推計に基づく試

算と、旧将来人口推計に基づく試算を比較 

・H33：旧推計よりも 38,200 人増加 

・H37：旧推計よりも 57,000 人増加 

グラフ 1-6 川崎市の将来人口推計

◆ コラム４ ＳＤＧｓについて 

○ SDGs「Sustainable Development Goals」は、「持続可能な

開発目標」と訳され、国連ミレニアム開発目標（MDGs）の達成

期限以降の後継として、深刻化する環境課題などリオ＋２０での

議論を踏まえ、2015年 9月に国連で採択された「持続可能な

開発のための2030アジェンダ」の中核をなす目標です。 

○ SDGs は、17のゴールと、169のターゲットから構成されて

おり、食品ロス対策に関する目標は、「ゴール12 持続可能な

生産消費形態の確保」の中のターゲット12.3 に、「2030年ま

でに小売・消費レベルにおける世界全体の一人当たりの食品廃

棄物を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンに

おける食品の損失を減少させる」ことが掲げられています。 

  ○ また、ターゲット12.5 では、「2030年までに、予防、削減、

リサイクル、およびリユースにより廃棄物の排出量を大幅に削減

する」ことが掲げられています。 

  ○ SDGs には法的拘束力は発生しませんが、日本政府を含めた１

５０を超える加盟国首脳が参加した「国連持続可能な開発サミッ

ト」において全会一致で採択した本アジェンダをもとに、各国が

その国の事情を踏まえた目標を設定し、諸目標達成すべく力を尽

くします。

SDGs 

（2016～2030）

内容：経済面・社会面・環境面 

対象：先進国・途上国全てが主体的に実施

ﾘｵ＋20 

（2012）

目的：SDGs の構成案や内容を

議論 

ﾃｰﾏ：環境・社会・経済の共

存「持続可能な開発」

MDGs 

（2001～2015）

内容：開発面（貧困・

教育・保険等）

対象：先進国が途上国

を支援
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第２章 第２期行動計画 



  第２章 ～第２期行動計画～ 

- 14 - 

川崎市一般廃棄物処理基本計画（ごみ減量 未来へつなげる エコ暮らしプラン）は、「地球環境にやさ

しい持続可能なまちの実現をめざして」を基本理念として平成 28 年３月に策定しました。 

基本計画では、平成 37 年度までの方向性等を定めるとともに、実効性のある計画とするために行動計

画（計画期間内の具体的施策）を定めています。行動計画については、社会状況の変化や制度改正等へ柔

軟に対応するため、期間を区切って策定するものとしており、川崎市総合計画に合わせて計画期間を２年

間（第１期）、４年間（第２期）、４年間（第３期）としています。第１期行動計画の計画期間の終了を受

け、後継計画として第２期行動計画を策定します。 

川崎市においては前回推計時の想定を上回る人口増加が続いており、2017（平成 29）年５月に出され

た新たな将来人口推計から試算すると、第２期行動計画の最終年度にあたる 2021（平成 33）年度の人口

は 1,544,140 人と推計され、2014（平成 26）年８月に出された旧将来人口推計からの試算と比べると

38,200 人のさらなる増加が見込まれます。これは、基本計画の目標であるごみ焼却量で見ると約 6,000

ｔ増える影響が考えられ、基本計画の目標の達成に向けては、この人口増加の影響を一人ひとりの取組で

抑えていく必要があります。あわせて、近年、ペーパーレス化などにより減少傾向にある資源化率の向上

に向けた取組を推進していく必要があります。 

また、これまでの取組によりごみの減量化・資源化は一定の効果を挙げていますが、昨今では、ごみの

減量化・資源化の目標達成に向けた取組以外の、超高齢社会の到来や大規模災害への対応など社会状況の

変化に伴い多様化する市民ニーズに対しても、取り組んでいく必要性が高まっています。 

第２期行動計画の策定に向けては、第１期行動計画の取組をさらに推進していくとともに、こうした社

会状況の変化に的確に対応していくことが必要です。 

さらに、計画期間内に開催される東京オリンピック・パラリンピックを活用した環境意識の向上に向け

た仕掛けづくりなど、時代を捉えた施策展開を行っていく必要があります。 

（１）リサイクルはもとより、より環境負荷の少ない２Ｒを基調とした循環型社会の構築 

（２）資源循環・低炭素・自然共生の統合的な取組の推進による持続可能な社会の構築 

（３）良好な生活環境・まちの美化向上をめざす体制の構築 

（４）効果的、効率的な事業執行体制の構築 

（５）社会状況の変化等を見据えた対応 

2018(平成 30)年度から 2021(平成 33)年度までの 4年間とします。

第２期行動計画 
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■ 目標 

川崎市では、2017（平成 29）年５月に人口推計の見直しを行ったところであり、人口増加

によるごみ焼却量への影響が考えられます。このため、基本計画の目標の１つである「ごみ

焼却量の 10 年間で４万ｔ削減」の達成に向けては、さらなる人口増加により影響が見込まれ

るごみ焼却量約 6,000ｔ分を削減する必要があり、ごみの発生抑制（１人１日あたりの普通ご

み排出量）及び資源化（家庭系資源化率）のさらなる推進が不可欠です。 

このため、第２期行動計画では、「エコ暮らし」の推進によるごみの発生抑制や、ミックス

ペーパー・プラスチック製容器包装の分別の徹底、食品ロス削減の推進、資源集団回収量の

向上などの取組を推進することとし、基本計画の目標達成につなげていくために、第１期行

動計画に引き続き、３つの目標を設定します。 

＊2016（平成 28）年度実績を基準とする。 

◆ 指標

超高齢社会の進展や大規模災害への対応など、社会状況の変化に伴う市民ニーズはますます

多様化・複雑化しており、ごみ減量化・資源化に向けた目標値では評価できない施策の重要性

が増大しています。このため、第２期行動計画では、ごみの減量化・資源化を促進するための

目標値に加え、市民サービスの質をさらに向上するための、新たな指標を設定します。 

指標の考え方 

目的  ：社会状況の変化に即した、質の高い市民サービスの提供 

評価方法：廃棄物行政を取り巻く諸課題へ対応する施策ごとに、目指すべき到達点（定性的指標） 

を設定し、達成状況について、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、管理・評価し、公表 

＜施策の構成イメージ＞ 

目標値による評価 
【目標１：家庭系普通ごみ排出量】、【目標２：家庭系資源化率】、【目標３：ごみ焼却量】 

指標による評価 

【目標値に対応する施策例】

・家庭系ごみの減量化・資源化に係る施策

・事業系ごみの減量化・資源化に係る施策

 等 

【指標への対応施策例】 

・超高齢社会への対応に係る施策 

・災害への対応に係る施策 

・行政サービスのさらなる展開に係る施策 

 等 

【双方に共通する施策例】 

・情報共有の推進に係る施策 

・環境教育・環境学習の推進に係る施策 

等 
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１人１日あたりの普通ごみ排出量を 36g 削減する （443g⇒407g） 

  市民のみなさんが、毎日の生活の中で取組効果がより実感できるように、事業系を含めたごみ全

般ではなく「普通ごみの排出量」を目標に設定する必要があります。 

家庭系の資源化率を 32％にする （28％⇒32％） 

  市民のみなさんが、毎日の生活の中で取組効果がより実感できるように、事業系を含めた資源物

全般ではなく「家庭系資源物」を目標に設定する必要があります。 

資源化率 32%へ 

グラフ 2-1 1 人 1日あたりの普通ごみ排出量 

グラフ 2-2 家庭系資源物の資源化率

36g の減量
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ごみ焼却量を 2.2 万トン削減する （36.6 万㌧⇒34.4 万㌧） 

※ 家庭系１万２千㌧削減、事業系１万㌧削減

【参考】 

項目 H33（第２期最終年度） H37（第３期最終年度） 

① 旧将来人口推計（H26.8 公表）に基づく試算 1,505,940 人 1,515,700 人

② 新将来人口推計（H29.5 公表）に基づく試算 1,544,140 人 1,572,700 人

差（②－①） 38,200 人 57,000 人

人口増加によるごみ焼却量の影響 ＋約 6,000t ＋約 8,200t 

項目
H33 予測値 

（旧将来人口推計試算）

H33 目標値 

（新将来人口推計試算）

【目標３】 

ごみ焼却量 

34.4 万 t      同左 

(2.2 万 t 削減)    

【目標１】1人 1日あ

たり普通ごみ排出量 

417.3g

（26g 削減）

406.9g

（36g 削減）

【目標２】 

家庭系資源化率 

31.9%

（4.2%向上）

32.4%

(4.7%向上）

約 2.2 万ﾄﾝの削減 

グラフ 2-3 ごみ焼却量

■ 人口増加による目標値への影響 

■ 第２期行動計画の目標値の考え方 

＋
4.2%向上

【目標２】

さらに 
0.5%向上

26g 削減

【目標１】

さらに 
10g 削減

2.2 万 t 削減

【目標３】

目標１、２の上乗せにより、 

ごみ焼却量 6,000t 分の増加を抑える

※目標１、２については、少数点第１位を四捨五入した整数値を目標値としています。

6,000t 分の
影響を削減
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～コラム５～ 第２期行動計画の目標値について 

今回の目標設定のポイントは３つだよ！

✓ ポイント１ 
基本計画の策定時に、途中年度のごみ発生量の将来推計値を計算
（公表）しているよ。 

✓ ポイント２ 
川崎市は人口の増加が著しく、平成 26 年度に策定した人口推計
（旧人口推計）を平成 29年度の新人口推計に見直したんだけど、
ごみ焼却量の目標堅持に向け、第２期行動計画では、普通ごみ排出
量と、家庭系資源化率の目標を厳しく設定したんだ。 

✓ ポイント３ 
 第２期行動計画の目標を達成するためには、一人ひとりがこれまで

以上にごみの発生抑制・資源化を推進する必要があるよ。 

とても挑戦的な目標なんだね！ 

市民・事業者・市が力を合わせて、エコ暮らしを

実践していこう！ 

質問です！ 

第２期行動計画のH33目標値ってどうやって決めたの？

H37 の目標達成に向け、H33 に

は 34.4 万トンまで削減が必要 

第２期行動計画
最終年度

基本計画 
最終年度

36.6 万 t
33 万 t34.4 万

417g

27.7%

396g
453g

33.2%
31.9%

ごみ焼却量 

家庭系資源化率
１人１日あたり普通ごみ排出量 
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社会状況の変化に即した、質の高い市民サービスの提供に向けた指標を設定 

  ◇ 指標（定性的指標）の評価方法 

     ・目標値では評価できない廃棄物行政を取り巻く諸課題へ対応する施策ごとに、目指すべき到

達点（定性的指標）を設定し、達成状況について、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、毎

年度、管理・評価を行い、公表いたします。 

諸課題 取組の方向性 目指すべき到達点（定性的指標） 

超高齢社会へ

の対応 

超高齢社会の到来に向けて、ふれあい収集などの取組

の強化を図ります。また、日々のごみ収集を通じた「み

まもり」など、地域等との連携強化を図ります。 

高齢者が安心して暮らし続けられるまちの

実現に向け、ふれあい収集を必要とする方に

適切に認知・実施されるとともに「みまもり」

による地域等との連携強化を目指します。 

災害への対応 

災害発生時においても、安全・安心な廃棄物処理体制を

確保するとともに、災害時の分別方法などをわかりや

すくまとめ、平常時から市民等に周知を図ります。 

災害発生時の処理体制や排出方法につい

て、平常時から理解を高めることで日頃の

防災に対する備えや意識を向上させます。 

一時多量ごみ

への対応 

高齢化・単身世帯化などによりニーズが高まっている

「遺品整理や引越しなどに伴う一時大量ごみ」につい

て、迅速かつ適正な回収ルートの構築を図ります。 

一時多量ごみの迅速処理などのニーズに対

応した処理体制の構築を目指します。 

有害廃棄物・処

理困難物への

対応 

処理の困難性から、市では収集していない農薬などの

有害廃棄物・処理困難物について、適正な回収ルートの

構築を図ります。 

市民が処分できず自宅で保管するなどの状

況を改善し、適正処理体制の構築を目指しま

す。 

環境美化向上

への対応 

オリンピックなど時期を捉え、まちの美化向上に向け、

ICT の活用や幅広い地域活動団体との連携など、取組の

強化を図ります。 

環境先進都市としての魅力の向上や、市民の

環境意識の向上を目指します。

目標・指標の分析評価にあたっての「かわさき市民アンケート」の活用 

  ・ごみの減量化・資源化に向けた取組及び市民サービスの質の向上に向けた取組に対する分析評価に

あたっては、「目標」及び「指標」による評価に加えて、廃棄物行政全体に対する市民目線での評

価を行うため、「かわさき市民アンケート」調査結果を活用します。 

・市民よって評価の視点が異なるなど、数値には様々な要素が影響することに留意しながら、中長期

的・多角的な視点での分析・評価を行います。 

かわさき市民アンケート調査結果 H25 H26 H27 H28 

「市政の仕事でよくやっていると思うこと」で「日

常のごみ収集やリサイクル」を選んだ人の割合 

43.1%
(1 位)

56.7%
(1 位)

53.5%
(1 位)

44.6%
(1 位)

※調査対象 3,000 人 有効回答数 1.300 人～1,422 人
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人口増加や 2020（平成 32）年には到来が想定される超高齢社会への対応など、本市のごみ行政を取

り巻く諸課題は日々増大しており、今回設定する目標及び指標の達成に向けては、社会状況の変化に対

応した新たな視点、オリンピック・パラリンピックの開催など時代の契機に着目した視点での対応が不

可欠です。 

第２期行動計画では、150 万「環境市民」と事業者・行政が協働して、「エコ暮らし」のさらなる浸

透を図ることで、目標及び指標の達成を目指していく必要があります。 

＜想定を上回る人口増加への対応（目標達成）＞ 

□ 150万「環境市民」に向けた分別・減量化意識の向上 

分別がわかりにくいといわれているミックスペーパー・

プラスチック製容器包装では、分別が十分にされていない

状況にあります。分別率の向上には、「エコ暮らし」の浸透

と、市民一人ひとりの分別やごみ減量化への意識が重要で

す。そのため、150 万人を超える多様な市民に向け、年齢、国籍などにかかわらず誰もがわかり

やすく分別ルール等が理解できるように、ユニバーサルデザインに配慮した広報物の作成や、対

象者ごとに効果的な広報を実施し、意識の醸成を図ります。また、ミックスペーパーやプラスチ

ック製容器包装については、普通ごみへの混入が未だに多く見受けられことから、廃棄物減量指

導員等の地域と連携したごみ排出ルールの周知や不適正排出に対する指導徹底など様々な角度

から取組を推進します。 

□ 市内転入者に向けたごみの排出・分別ルールの周知 

全国的な人口減少の中、本市では人口増加が進んでおり、年間約10万人の市内転入者に向け、

廃棄物減量指導員や区役所などと連携し、ごみ排出・分別ルールの周知徹底を図ります。特に、

啓発効果の高い新規大規模集合住宅に対し、分別ルールの普及啓発を重点的に行います。 

＜時代を捉えた取組の推進（目標達成）＞ 

□ 世界が約束した（SDGs）食品ロス対策 

持続可能な開発目標（SDGs）では、2030 年までに世界全

体の一人あたりの食品廃棄の半減が掲げられており、本市

においても、当該目的の趣旨を捉え、動脈・静脈産業を横断

した食品関係者へのヒアリングや市民を交えた意見交換を

実施し、新たな食品ロス対策手法を検討します。さらに、外

食産業と連携した食品ロス削減の取組の充実を図ります。また、低コストで資源化を行うことが可

能な事業者向け生ごみ処理機等を活用した生ごみの減量化・資源化に向けた検討を行います。 

□ 東京オリンピック・パラリンピックを契機とした小型家電リサイクルなど、拠点回収等の拡充 

東京オリンピック・パラリンピックの国民参画型プロジェクト「都市鉱山から作る！みんなのメ

ダルプロジェクト」の展開による関心の高まりを踏まえ、小型家電リサイクルの推進など、拠点回

収等の拡充を図るとともに、メダルプロジェクト終了後においても、持続的な取組が推進されるよ

う、効果的なリサイクルの手法・内容を検討します。 

＜対応する新規・拡充施策＞ 

Ⅰ(1)⑥市内転入者への普及促進【新規】 

Ⅱ(1)①ごみ排出ルールの周知徹底〔拡充〕

Ⅱ(1)④資源集団回収事業の充実〔拡充〕 

＜対応する新規・拡充施策＞ 

Ⅰ(3)③ごみゼロカフェなど市民参加の取組〔拡

充〕 

Ⅱ(1)③拠点回収・店頭回収の拡充〔拡充〕 

Ⅱ(2)③事業系資源物のリサイクルルートの拡充

〔拡充〕 

Ⅱ(4)④生ごみの減量化・リサイクルに係る取組の

推進〔拡充〕 
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＜超高齢社会への対応（指標達成）＞ 

◇ 地域包括ケアシステムとの連携による取組の推進 

超高齢社会の到来を見据えて、自ら一定の場所まで

ごみを持ち出すことのできない高齢者や障がい者の方

を対象に、玄関先などまでごみを取りにいく「ふれあい収集」などの取組の強化を図ります。 

さらに、日々のごみ収集を通じた「みまもり」など、区役所や地域との連携強化を図り、誰も

が安心して暮らし続けることができるまちづくりを進めます。 

＜災害への対応（指標達成）＞

◇ 災害に対する平時からの対策の推進 

地球温暖化による集中豪雨の発生回数の増加や台風

の大型化、近い将来に発生が懸念される大規模な地震発

生など、災害への不安が高まっている中、災害発生時に

おいても、安全・安心な廃棄物処理体制を確保するとと

もに、通常の体制でのごみ収集が行えないことが想定される災害時における家庭でのごみ分別

排出方法の検討を行い、災害時の分別方法などをわかりやすくまとめ、平常時から市民等に周知

することで、日頃の防災に対する備えや意識の向上を図ります。 

＜行政サービスのさらなる展開（指標達成）＞

◇ 一時多量ごみや有害廃棄物・処理困難物の適正処理の推進 

超高齢社会の到来など社会状況の変化からニーズが

高まっている「遺品整理や引越しなどに伴う一時多量

ごみ」や、処理の困難性から現在市では収集しておら

ず、市民が自宅で保管している「有害廃棄物・処理困難

物」などについて、迅速に対応する適正な回収ルートの

構築を図ります。 

◇ 「エコ暮らし」や川崎のクリーンな街並みの世界への発信 

東京オリンピック・パラリンピックを契機として、「エコ暮らし」なライフスタイルをイベン

トなども活用して情報発信を行うとともに、市民・事業者の環境意識の高まりを目指します。 

さらに、世界に向けて川崎のクリーンな街並みを発信するため、まちの美化向上に向け、ＩＣ

Ｔ（情報科学技術）の活用や既存の市民団体に加え、幅広い地域活動団体との連携とともに、ご

みの散乱防止に向けたごみ処理の手法や周辺住民と連携した取組の強化なども検討し、ごみの

ない美しいまちの実現を目指します。

＜対応する新規・拡充施策名称＞ 

Ⅳ(2)②ふれあい収集の推進〔拡充〕 

＜対応する新規・拡充施策名称＞ 

Ⅰ(1)⑤イベント等での啓発活動の充実〔拡充〕 

Ⅲ(1)③有害廃棄物・処理困難物への取組〔拡充〕

Ⅳ(1)①集積所周辺等の環境美化〔拡充〕 

Ⅳ(1)②各種普及啓発キャンペーンの実施〔拡充〕

Ⅳ(2)④一時多量ごみへの対応【新規】 

＜対応する新規・拡充施策＞ 

Ⅰ(2)④災害発生時の分別方法の周知【新規】 

Ⅲ(1)⑤災害時における安全・安心な廃棄物処理

体制の確保〔拡充〕 
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● 基本計画 2016（平成 28）年度～2035（平成 37）年度 

◎ 基本理念 地球環境にやさしい持続可能なまちの実現をめざして 

◎ 基本方針 １ 社会状況の変化等に的確に対応し、限りなくごみをつくらない社会を実現します 

２ 市民・事業者・行政の協働により“エコ暮らし”を実現し、さらに３Ｒを推進します 

３ 安心して健康に暮らせる快適な生活環境を守ります 

◎ 目標 

１）１人１日あたりのごみ排出量100g 削減 

２）ごみ焼却量4万ﾄﾝ削減 

● 第 2期行動計画2018（平成30）年度～2021（平成33）年度 

◎ 目標 

    １）１人１日あたりの普通ごみ排出量36g削減 

    ２）家庭系資源化率32% 

    ３）ごみ焼却量2.2 万ﾄﾝ削減 

  ◎ 指標 

    社会状況の変化に即した、質の高い市民サービスの提供に向けた指標を設定 

基本施策（基本計画） 具体的施策（第２期行動計画） 
指

標

重

点

エ

コ

Ⅰ 「環境市

民」をめざした

取組 

(1) 環境教育・環境学

習の推進 

① 幼児・低年齢層への普及促進 ● ●

② 若年層や高齢者、外国人等への普及促進 ● ●

③ 市民への普及促進 ● ●

④ 普及啓発拠点を活用した啓発活動の充実 ●

⑤ イベント等での啓発活動の充実 ● ●

⑥ 市内転入者への普及促進 ● ●

(2) 情報共有の推進 

① 多様な媒体を活用した情報提供 ●

② 資源物とごみの分け方・出し方の効果的な情報提供 ●

③ 家庭のごみダイエット・チェックシートの普及と指標の見直し ● ●

④ 災害発生時の分別方法の周知 ● ●

(3) 市民参加の促進 

① 廃棄物減量指導員等との連携強化 ● ●

② 地域環境リーダーの育成 ●

③ ごみゼロカフェなど市民参加の取組の推進 ● ●

④ 環境パートナーシップかわさきの推進 ●

⑤ 環境功労者の表彰 ●

Ⅱ ごみの減量

化・資源化に向

けた取組 

(1) 家庭系ごみの減量

化・資源化 

① ごみ排出ルールの周知徹底 ● ●

② 製品の適正包装の推進 ●

③ 拠点回収・店頭回収の拡充 ● ●

④ 資源集団回収事業の充実 ● ●

⑤ 衣料品リサイクルに係る取組の強化 ● ●

(2) 事業系ごみの減量

化・資源化 

① ３Rに取り組む店舗等に係る認定制度の普及 ●

② 事業系ごみの減量化等に向けた広報の充実と指導の徹底 ●

③ 事業系資源物のリサイクルルートの拡充 ● ●

※ 目標の基準年度は平成 26 年度

※ 目標の基準年度は平成 28 年度
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基本施策（基本計画） 具体的施策（第２期行動計画） 
指

標

重

点

エ

コ

(3) 市の率先したごみ

の減量化・資源化

① 市庁舎等におけるごみ減量化運動の推進 ●

② グリーン購入の促進 ●

(4) 生ごみの減量化・

資源化 

① エコ・クッキング講習会の開催 ●

② ３きり運動の推進 ● ●

③ 生ごみの減量化・リサイクルに係る助成制度の推進 ●

④ 生ごみの減量化・リサイクルに係る取組の推進 ● ●

⑤ 公共施設等における生ごみリサイクルの推進 ●

⑥ 学校給食における生ごみリサイクルの推進 ●

⑦ 食品ロス対策等の推進 ● ●

Ⅲ 廃棄物処理

体制の確立に向

けた取組 

(1) 安全・安心な処理

体制の確立 

① 廃棄物処理技術の研究と技能の継承 

② ごみ焼却灰（埋立灰）及び埋立処分場の適切な管理 

③ 有害廃棄物・処理困難物への取組 ● ●

④ 廃棄物処理施設等の補修・整備 

⑤ 災害時における安全・安心な廃棄物処理体制の確保 ● ●

(2) ３処理センター体

制の安定的な運営

① 安定的な処理体制の運営 ●

② 橘処理センターの建替 ●

③ 堤根処理センターの建替 ●

④ 資源化処理施設等の整備等方針の検討 

(3) 効果的・効率的な

処理体制の構築 

① 計画のフォローアップ 

② 効果的な経済手法の研究 

③ 民間活力の導入を含めた公共と民間の役割分担の検討 ●

④ 生活環境事業所の再編 ●

Ⅳ 健康的で快

適な生活環境づ

くりの取組 

(1) まちの美化促進 
① 集積所周辺等の環境美化 ● ● ●

② 各種普及啓発キャンペーンの実施 ● ● ●

(2) 市民ニーズに対応

した取組の推進 

① ごみ相談窓口の充実 ● ●

② ふれあい収集の推進 ● ●

③ 市民ニーズに対応したごみ収集 

④ 一時多量ごみへの対応 ● ●

(3) 不適正排出対策等

の取組 

① 不法投棄対策の実施 

② 不適正排出指導等の徹底 ●

③ 資源物の持ち去り対策の検討 

④ 搬入禁止物の混入防止 ●

Ⅴ 低炭素社

会・自然共生社

会をめざした取

組 

(1) エネルギー資源の

効果的な活用 

① ごみ発電事業等の余熱利用の推進 ●

② 廃棄物発電の新たな活用法の検討 ●

③ バイオマス資源の利用促進に向けた調査・研究 

(2) 低炭素・自然共生

をめざした資源の

有効利用 

① 様々な地域活動団体等と連携した取組の推進 ●

②～⑧ 再掲【Ⅱ(4)③、Ⅱ(4)④．Ⅱ(4)⑤、Ⅱ(4)⑥、Ⅱ(4)⑦Ⅲ(2)②、

Ⅲ(2)③】 

(3) 環境に配慮した処

理体制の構築 

① 環境にやさしい輸送システムの構築 

② 環境マネジメントシステムを活用した処理センターの運営 

③ 埋立処分場延命化の研究 

(4) 蓄積された環境技

術等を活かした取

組 

① 環境に配慮した製品の開発促進に向けた環境づくり 

② 環境産業との連携 

③ 国際貢献の推進 

④ 低ＣＯ２川崎ブランドの推進 ●

計 ８ 32 36  
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～コラム６～ かわさき市民アンケート調査ってどんな調査？ 

   ・第２期行動計画では、ごみの減量化・資源に向けた取組化及び市民サービスの質の向上に向けた取

組に対する分析評価にあたっては、「目標」及び「指標」による評価に加えて、廃棄物行政全体に対

する市民目線での評価を行うため、かわさき市民アンケート調査結果を活用します。 

項目 調査内容 

調査開始年度 
平成 18 年度～ 

※ 昭和 50 年度～平成 17 年度までは、市民意識実態調査を実施

調査地域 川崎市全域 

調査対象 川崎市在住の満 18 歳以上の男女個人 

抽出方法 住民基本台帳からの層化二段無作為抽出（郵送） 

標本数 3,000 人 

有効回答数 1,270 人～1,580 人 

評価方法 

「市政に対する評価と要望について」のうち「市政の仕事でよくやっ

ていると思うこと」のチェック数 

※ 全 35 項目の中から選択、複数チェック可能

上位５ 

種目 

「日常のごみ収集やリサイクル」はずっと１位なんだね！ 

 これからも市民のみんなによくやっていると思ってもら

えるように、頑張っていかなくちゃね！ 
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  重点的・優先的に取り組む施策について、基本計画の基本方針をより明確化し、「エコ暮らし」や安

定的な廃棄物処理事業を推進していくために効果の大きな施策等を、基本施策ごとに重点施策として

設定する必要があります。 

  特に、下記の「重点施策を設定する際の視点」①～③については、「エコ暮らし」を実践するための

重要な視点です。 

今回の基本計画では、資源循環・低炭素・自然共生の統合的な取組を推進していくとともに、市民生

活や事業活動の中で、それぞれが循環を基調とした生活の質の高さと環境の保全を両立させたライフ

スタイルである「エコ暮らし」を実践し、リサイクルに関する意識向上はもとより、リサイクルよりも

環境負荷が少ない 2Ｒ（リデュース・リユース）の取組をさらに推進していくため、重要な取組である

「エコ暮らし」が、生活の中に浸透していくように、しっかり取り組む必要があります。 

また、第２期行動計画では、具体的施策 66施策中、32 施策を重点施策としている。重点施策につい

ては、毎年、点検・評価を行うため、個別に参考指標を設け、進捗状況を公表していく必要があります。 

重点施策を設定する際の視点 

① 分別排出の徹底やごみの発生抑制に向けて効果の大きな施策 

② 市民・事業者・行政の協働による効果の大きな施策 

③ 低炭素社会・自然共生社会の構築に向けて効果の大きな施策 

④ 効果的・効率的な処理体制の構築に向けて効果の大きな施策 

⑤ ライフラインとして安全・安心な処理体制の確保に効果の大きな施策 

⑥ その他、特に重点的に取り組む必要のある施策 
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資源循環・低炭素・自然共生の統合的な取組を推進し、地球環境にやさしい持続可能なまちをめざす

ために、「エコ暮らし」とはどういう生活か、またどのように実践していくべきかなどを、市民・事業

者・行政で意見を出し合い、その考えを他の施策にも反映していけるよう、双方向に取り組んでいく必

要があります。 

基本施策Ⅰ（１）環境教育・環境学習の推進  

✓ 「エコ暮らし」の浸透と分別意識の向上に向け、150 万人を超える多様な市民に対し、幼児・低

年齢層・若年層・高齢者・外国人など、年齢・国籍にかかわらず誰もがわかりやすく分別ルール

等が理解できるように、ユニバーサルデザインに配慮した広報物の作成や、切れ目のない学習機

会を提供するとともに、市民がごみ減量イベントを企画するなど、市のイベントに参加するだけ

でなく主体的に関わっていく機会を設けることも検討します。 

✓ 環境学習のテーマの１つとして、食品ロス問題について取り上げていくとともに、マイクロプラ

スチック問題などの国際的な課題についても、学習内容について盛り込みます。 

✓ 公共施設や大学等、市民が多く集まる場を普及啓発の拠点として活用し、ごみの分別の仕方など

のモデル展示や、定期的に発行している「３Ｒニュース」など、様々な手法を活用した普及啓発

を実施していきます。 

✓ 市内転入者に向けて、廃棄物減量指導員や区役所などと連携し、川崎市のごみ排出・分別ルール

の周知徹底を図ります。特に、啓発効果の高い新規大規模集合住宅に対し、分別ルールの普及啓

発を重点的に行います。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅰ(1)① 幼児・低年齢層への普及促進 教材配布数 
出前ごみスクール 

開催回数 

Ⅰ(1)② 若年層や高齢者、外国人等への普及

促進 
アプリの閲覧数 

リーフレットの 

配布数 

Ⅰ(1)③ 市民への普及促進 
ふれあい出張講座の 

開催回数 
― 

Ⅰ(1)⑥ 市内転入者への普及促進 
区役所等における 

リーフレットの配布数 
― 

基本施策Ⅰ 「環境市民」をめざした取組 
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基本施策Ⅰ

✓ 日常生活での３Ｒの取組目安となるよう作成した「家庭のごみダイエット・チェックシート」に

ついて、ホームページ等を活用してさらに普及啓発を図ります。 

✓ 災害発生時は、通常の体制でのごみ収集が行えないことが想定されるため、災害時における家

庭でのごみ分別排出方法の検討を行い、災害時の分別方法などをわかりやすくまとめ、平常時

から市民等に周知を図ります。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅰ(2)③ 家庭のごみダイエット・チェックシ

ートの普及と指標の見直し 

家庭のごみダイエット・チ

ェックシートの活用枚数 
― 

Ⅰ(2)④ 災害発生時の分別方法の周知徹底 リーフレットの配布数 ― 

基本施策Ⅰ（３）市民参加の取組  

✓ ごみの減量とリサイクルの地域におけるボランティア・リーダーとして活動している廃棄物減

量指導員との連携を、様々な機会を捉えて強化し、ごみの減量化・資源化について取り組みます。 

✓ 地域環境リーダーや生ごみリサイクルリーダーなど、環境の各分野で地域や職場のリーダーと

して活動している方々や関係機関等とも連携を図り、ごみの減量化・資源化につながる取組を行

います。 

✓ ごみ問題に関心のある様々な年代の市民や事業者など多様な主体が参加し、様々な意見交換を

行い、その意見を広く市民等に発信し、実践してもらう「ごみゼロカフェ」などの充実を図りま

す。 

✓ 食品関係者へのヒアリングや市民を交えた意見交換を実施し、新たな食品ロス対策手法を検討

します。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅰ(3)① 廃棄物減量指導員等との連携強化 
市（区）減量指導員連絡協

議会の開催回数 

地域環境リーダーの 

修了者数 

Ⅰ(3)③ ごみゼロカフェなど市民参加の取組

の推進 
ごみゼロカフェの開催回数 ― 
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基本計画や行動計画の目標達成に直結する取組でもあるため、市民・事業者・行政が協働して、ごみ

の減量化・資源化に取り組む必要があります。 

基本施策Ⅱ（１）家庭系ごみの減量化・資源化  

✓ 分別がわかりにくいと言われているプラスチック製容器包装やミックスペーパーの分別率は、

現時点でそれぞれ 35％～40％程度であるため、取組が最も進んでいると言われている都市のレ

ベル（50～60％）を目指して、150 万人を超える多様な市民に向け、ターゲットを絞った普及

啓発の実施や、廃棄物減量指導員等とも連携した分別排出指導の強化等を図ります。 

✓ 「みんなのメダルプロジェクト」の展開による関心の高まりを踏まえ、小型家電リサイクルの

推進を図るとともに、持続的な取組の推進されるよう、効果的なリサイクルの手法・内容を検

討します。

✓ 店頭回収場所や対象物の把握・拡充を含め、資源化促進に向けた検討を進めます。 

✓ 事業者と連携した店頭回収の取組など、リサイクルルートの拡充に向けた検討を行います。 

✓ 資源集団回収の有用性について、市民への普及啓発を行います。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅱ(1)① ごみ排出ルールの周知徹底 
ミックスペーパー 

分別率 

プラスチック製容器包装 

分別率 

Ⅱ(1)③ 拠点回収・店頭回収の拡充 資源物の拠点回収量 
店頭回収の 

取組紹介数 

Ⅱ(1)④ 資源集団回収事業の充実 資源集団回収量（全体） 
焼却ごみに含まれる 

資源集団回収対象物の量 

Ⅱ(1)⑤ 衣料品リサイクルに係る取組の強化
衣料品リサイクル 

回収店舗数 
資源集団回収量（古布） 

基本施策Ⅱ ごみの減量化・資源化に向けた取組 

ちゃんと分別しないと、

せっかくの資源が無駄に

なっちゃうよ！

分別なんてめんどくさいな

全部普通ごみで出しちゃえ！
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基本施策Ⅱ（２）事業系ごみの減量化・資源化  

✓ 事業系古紙類の資源化を進めるため、資源化の手法を積極的に事業者へ情報提供するなど、事

業者へのフォローアップを行うとともに、内容審査を充実し、処理センター（ごみ焼却処理施

設）への古紙搬入を抑制します。

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅰ(2)③ 事業系資源物のリサイクルルートの

拡充 

焼却ごみに含まれる 

事業系古紙の量 
事業系焼却ごみ量 

基本施策Ⅱ（４）生ごみの減量化・資源化  

✓ 家庭でできる食品廃棄物の発生抑制や減量の取組として、使いきり・食べきり・水きりの「３

きり」を中心とした取組の普及啓発の推進を図ります。 

✓ 生ごみリサイクルリーダーと連携して、生ごみの減量化や堆肥化、その活用方法等を普及して

いくとともに、生ごみリサイクルに取り組んでいる市民、事業者、農業者等の取組を広く紹介

する交流会を市民団体と協働して開催します。 

✓ 食べきり協力店の設定など、外食産業と連携した食品ロス対策について取り組みます。 

✓ 食品廃棄物を多く排出する多量排出事業者等の排出実態を把握し、食品廃棄物のリサイクル推

進に向け、対象事業者へ普及啓発を行います。 

✓ 事業者向け生ごみ処理機等を活用した生ごみの減量化・資源化の普及促進を図ります。

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅱ(4)② ３きり運動の推進 
普通ごみに含まれる 

生ごみの量 
― 

Ⅱ(4)④ 生ごみの減量化・リサイクルに係る

取組の推進 

生ごみリサイクルリーダー

の派遣等活動回数 

生ごみリサイクル交流会等

の開催回数 

Ⅱ(4)⑦ 食品ロス対策等の推進 取組登録店舗数 
焼却ごみに含まれる 

事業系生ごみの量 

◆ コラム７ 食べきり協力店ってどんな店？ 

○ 食べきり協力店とは、食べきれるサイズ

の小盛メニューなどの提供や、「おいし

く残さず食べること」を利用者に呼びか

け、食品ロス削減に向けたポスターを掲

示するなど、食べ残しを減らす取組を実

施しているお店のことです。 

  ○ 認定された店に対し、市はHPで紹介を行っ

たり、市民・事業者からのご相談等の際に積

極的にお店の紹介を行ったりします。 
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廃棄物処理は全市民の生活を支える重要なライフラインであり、また、施設建設などは多額の費用を

必要とする取組であるため、長期的な展望のもと計画的にしっかり取り組んでいく必要があります。 

基本施策Ⅲ（1）安全・安心な処理体制の確立  

✓ 販売店での引取りが拒否された有害廃棄物・処理困難物について、適正な回収ルートの構築を図

ります。 

✓ 災害時における安全・安心な廃棄物処理体制の確保に向けて、災害廃棄物等処理計画などを適宜

見直すとともに、協定を締結している関係事業者等との連携強化を図ります。

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅲ(1)③ 有害廃棄物・処理困難物への取組 取組の進捗状況 ― 

Ⅲ(1)⑤ 災害時における安全・安心な廃棄物

処理体制の確保 
取組の進捗状況 ― 

基本施策Ⅲ（２）３処理センター体制の安定的な運営  

✓ ３処理センター体制においても、効果的・効率的なごみの収集・運搬・処理が行われるよう

に、社会状況の変化等に的確に対応するとともに安定的な処理体制の運営に努めていきます。 

✓ 橘処理センターの建替えについては、「今後のごみ焼却処理施設の整備方針」に基づき、既存

の橘処理センターを解体撤去し、新たなごみ焼却処理施設及びミックスペーパー資源化処理施

設の整備に取り組みます。 

✓ 堤根処理センターの建替えについては、「今後のごみ焼却処理施設の整備方針」に基づき、今

後の施設整備の方向性を取りまとめます。

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅲ(2)① 安定的な処理体制の運営 ごみ焼却量 ― 

Ⅲ(2)② 橘処理センターの建替 建設計画の進捗状況 ― 

Ⅲ(2)③ 堤根処理センターの建替 建設計画の進捗状況 ― 

基本施策Ⅲ 廃棄物処理体制の確立に向けた取組 
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基本施策Ⅲ（３）効果的・効率的な処理体制の構築  

✓ 廃棄物処理事業における公共と民間の役割分担を整理しながら、本市のごみ収集業務やごみ焼

却業務のあり方や執行体制について検討します。 

✓ 市内に５か所ある生活環境事業所のうち、堤根処理センターに併設されている川崎生活環境事

業所は、３処理センター体制における堤根処理センターの解体・建替工事により使用不能とな

ることから、南部生活環境事業所と中原生活環境事業所に機能を統合することによる４生活環

境事業所体制へ移行します。また、事業所再編にあわせ、生活環境事業所の機能強化に向けた

検討を行います。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅲ(2)③ 民間活力の導入を含めた公共と民間

の役割分担の検討 
取組の進捗状況 ― 

Ⅲ(2)② 生活環境事業所の再編 取組の進捗状況 ― 

◆ コラム８ 3処理センター体制って何だろう？ 

  ○ 市内には４つのごみ焼却場があり、そのうち ３

か所のごみ焼却場を稼働させる計画としていま

す。 

  ○ 休止中の施設については、新たにごみ焼却施設の

建設工事を行っています。 

    ① 浮島処理センター  稼働中 

    ② 堤根処理センター  稼働中 

    ③ 橘処理センター   休止・建設中 

    ④ 王禅寺処理センター 稼働中 

  ○ 一般的なごみ焼却処理施設の耐用年数が20年と言われているところ、本市では日常のメンテナンス

や基幹的整備により、30年以上使用しています。 

計画的な施設整備を行

っているんだね
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生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努め、市民が、健康的で快適な日々の生活が過ごせるよう、安

全・安心な生活環境づくりに取り組んでいく必要があります。 

基本施策Ⅳ（１）まちの美化促進  

✓ 資源物やごみの排出状況が悪く散乱が目立つ集積所の適正使用の啓発・指導を徹底するととも

に、廃棄物減量指導員や周辺住民と連携・協働した集積所周辺等の環境美化を図ります。 

✓ 東京オリンピック・パラリンピックの開催を見据え、環境美化の取組の強化を図ります。 

✓ 「ごみゼロの日」として 5 月 30 日に大規模キャンペーンを実施するとともに、『環境衛生週

間』行事の一環として、市内統一美化活動と連動し、9 月 24 日から 10 月 1 日の間にも 1 

回、大規模キャンペーンを実施します。 

✓ ポイ捨て禁止及び路上喫煙防止統一キャンペーンを関係部局や区役所等と連携し、毎月各区の

主要駅で啓発・清掃活動を実施し、市民の３Ｒへの意識啓発やモラルの向上を図ります。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅳ(1)① 集積所周辺等の環境美化 集積所の改善指導回数 ― 

Ⅳ(1)② 各種普及啓発キャンペーンの実施 キャンペーンの実施回数 ― 

基本施策Ⅳ 健康的で快適な生活環境づくりの取組 

◆ コラム９ 東京オリンピック・パラリンピックを契機とした取組ってどんな取組？ 

○ 川崎市では、まちの美化促進に向け、「ごみゼロキャ

ンペーン」の実施や、関係部署と連携したポイ捨て禁

止等のキャンペーンを実施しています。 

○ 東京オリンピック・パラリンピックを迎える2020

年度には、海外からの多くの来訪者が予想されるた

め、世界に向けて川崎のクリーンな街並みを発信する

チャンスです。 

○ 2020年度の開催に併せ、ごみの散乱防止等に向けた

取組を強化していき、ごみのない綺麗な川崎をアピー

ルしていくことで、景観の向上や市民の環境意識醸成

はもちろん、市イメージアップやリピート客の来訪な

ど、観光産業への好影響も期待されます。

エコ暮らしや川崎
のクリーンな街並
みの世界への発信

景観の
向上

海外リピ
ート客の
来訪

市民の
環境意
識醸成

市イメ
ージア
ップ

観光産業への好

影響も期待
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基本施策Ⅳ（２）市民ニーズに対応した取組の推進  

✓ ごみの出し方がわからない等、ごみに関して困っている市民向けに、ごみ相談窓口を月１～２

回程度、市民が立ち寄りやすい区役所で開設しているが、市民への認知度の向上やサービスの

向上に向けて、検討を行います。 

✓ 超高齢社会を迎えるにあたり、自ら一定の場所までごみを持ち出すことのできない高齢者や障

がい者の方を対象に、玄関先などまでごみを取りにいく「ふれあい収集」などの取組の強化を

図ります。

✓ 引越しや遺品整理などに伴う一時多量ごみが排出される場合について、迅速に対応する適正な

処理方法を構築し、処理を行います。

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅳ(2)① ごみ相談窓口の充実 ごみ相談窓口の実施回数 ― 

Ⅳ(2)② ふれあい収集の推進 ふれあい収集の実施件数 ― 

Ⅳ(1)④ 一時多量ごみへの対応 取組の進捗状況 ― 

基本施策Ⅳ（３）不適正排出対策等の取組  

✓  不適正排出事業者に対して、立入調査等の機会を通じ、適正排出に向けた指導を行うことに

より、事業者処理責任の徹底及び受益者負担に係る公平性の確保を図ります。 

✓ 無許可の廃棄物回収業者の対策や、排出事業者の分別の徹底に向けた効果的な手法について検

討します。 

✓ 家庭から出るごみについても、普通ごみに資源物が混入している場合、警告シール貼付と収集

保留など対応を強化します。 

✓ 処理センターに搬入してはいけない産業廃棄物等の混入を防止するとともに、３処理センター

体制における、焼却処理施設のより安定的な稼働の確保に向け、内容審査を充実し、監視・指

導を強化します。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅳ(3)② 不適正排出指導等の徹底 立入調査・指導回数 
焼却ごみに含まれる家庭系

資源物の量 

Ⅳ(3)④ 搬入禁止物の混入防止 内容審査の実施車両数 ― 
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資源循環の視点から、低炭素社会・自然共生社会の構築に向けて、効果の大きな施策に取り組んでい

く必要があります。 

基本施策Ⅴ（１）エネルギー資源の効果的な活用  

✓ 処理センター（ごみ焼却処理施設）で発電した電力のうち、余剰電力は売電を行うとともに、

今後、建替えを行う処理センター（ごみ焼却処理施設）への高効率な熱回収設備の導入に向け

て取り組んでいきます。 

✓ ごみ発電によるエネルギーの地産地消に向けて、廃棄物発電を活用した電力の一括契約などの

調査研究を行います。 

具体的施策（重点） 参考指標１ 参考指標２ 

Ⅴ(1)① ごみ発電事業等の余熱利用の推進 年間発電量 年間売電量 

Ⅴ(1)② 廃棄物発電の新たな活用法の検討 電力の一括契約電力量 ― 

基本施策Ⅴ 低炭素社会・自然共生社会をめざした取組 

※ 基本施策Ⅴ（２）～（４）はエコ施策又は通常施策のみ 

◆ コラム１０ ごみ焼却処理施設の発電量ってどれくらい？ 

○ 市のごみ焼却処理施設では、年間で110,000,000kWh以上の電気

を発電しており、世帯数に換算すると、30,000 世帯以上の年間使用

電力に相当します。※１世帯3,600kWh/年として計算 

◆ コラム１１ 電力の一括契約って何だろう？ 

○ 市のごみ焼却施設で発電した電力（売電）と、市の公共施設で使

用した電力（買電）を一括して契約することです。これにより、

市が自ら発電した電気を、市の公共施設で自ら使用する「エネル

ギーの地産地消」が期待されます。 

  【メモ】送電線は一般電気事業者（東電等）の設備を利用 
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～コラム１２～ 目標・指標（定性的指標）・参考指標の違い

目標・指標・・・いろいろあって違いがよくわからないな・・

体系的に整理してみたよ！ 
６６つの具体的施策を大きく４分類しているのがポイントだね！ 

これまで「ごみの減量化・資源化」が着目さ

れていたけど、「市民サービスの質の向上」

に向けた取組にも力を入れていくんだね。

○事業系資源物のﾘｻｲｸﾙﾙｰﾄ拡充 

・ 

・ 

・など 

○ごみ排出ルールの周知徹底 

・ 

・ 

・など 

○環境教育・環境学習の推進 

・ 

・ 

・など 

○災害発生時の分別方法の周知徹底

・ 

・ 

・など 

「ごみの減量化・資源化」や

「市民サービスの質の向

上」の双方に係る取組 

事業系ごみの減量化・資源

化に向けた取組 

市民サービスの質の

向上に向けた取組

家庭系ごみの減量化・資源

化に向けた取組 

６６つの具体的施策（うち重点施策３２）

参
考
指
標
（
重
点
施
策
の
み
）

行動計画目標

指標 

●ごみ排出量 

●ごみ焼却量 

●普通ごみ排出量 

●家庭系資源化率 

●ごみ焼却量 

●定性的指標 

基本計画目標

かわさき市民アンケート調査 

重点課題を点

検・評価する

ための目安

※ 基本計画目標：ごみを発生させないライフスタイルへの転換など、基本計画の取組を評価する、定量的な基準 

行動計画目標：ごみの減量化・資源化の促進など、基本計画の目標達成に向けた状況を評価する、定量的な基準 

定性的指標 ：目標には直接影響をしない「市民サービスの質の向上に係る取組」の達成状況を評価する、定性的な目安 
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  第 2期行動計画期間において、取り組む施策を以下のとおりまとめました。 

  今回の計画では、資源循環・低炭素・自然共生の取組を統合的に推進していくとともに、市民一

人ひとりが、地球環境の状況を考え、それぞれが市民生活や事業活動の中で環境配慮行動を行っ

ていく「エコ暮らし」なライフスタイルを実践していくことが重要です。 

  行動計画に位置付けられる取組すべてが、最終的に、「エコ暮らし」につながっていくものです

が、行動計画の中でも、特に「エコ暮らし」なライフスタイルへの転換につながる重要な取組に

は、＜エコ＞マークをつけて明確化します。また、安定的な廃棄物処理事業を推進していくために

効果の大きな施策等には、【重点】マークをつけて明確化します。さらに、指標の達成に向けた取

組には、（指標）マークを付けて明確化します。 

  なお、第２期行動計画の目標及び指標の達成に大きく寄与する施策については、原則として、計

画の中間期に取組状況を踏まえた課題整理を行い、取組の改善を図ります。 

市民・事業者・行政が協働・連携して、これまでのライフスタイルを見直し、環境配慮行動「エ

コ暮らし」の実践に取り組めるように、環境教育・環境学習の場を提供するとともに、情報共有が

確実に図れるよう、新たなしくみづくりに取り組み、地球環境に配慮した生活を送る「環境市民」

を目指す必要があります。 

基本施策Ⅰ(1)環境教育・環境学習の推進  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①幼児・低年齢層

への普及促進 

【重点】〈エコ〉

○（社）川崎市幼稚園協会と連携しプログラム等

を幼稚園に配布し教材としての活用を図ります。

○保育園における環境教育の普及促進を進めま

す。 

○環境意識の芽生えと家庭への波及を目指し、廃

棄物分野における取組事例の紹介を行うなど内容

の充実を図り、主に小学 4 年生を対象としたごみ

の減量・リサイクルの体験学習などを行う「出前

ごみスクール」の充実を図ります。 

○市内公立・私立小学校教師を対象とした社会科

副読本を作成し、配布するともに、市立小中学校

や特別支援学校の生徒を対象とした環境副読本を

作成し、配布するなど、環境教育用教材の充実を

図ります。 

●幼稚園協会や

保育園と連携し

た、環境教育の

普及促進  

●出前ごみスク

ールの充実  

●環境教育用教

材の充実 

②若年層や高齢

者、外国人等への

普及促進 

【重点】〈エコ〉

○150 万人を超える多様な市民に向け、年齢、国

籍などにかかわらず、誰もがわかりやすく分別ル

ール等を理解できるように、ユニバーサルデザイ

ンに配慮したリーフレットなどを作成するととも

に、関係機関等と連携し、対象者ごとに効果的な

広報を実施するなど、若年層や高齢者、外国人等

への普及啓発の充実を図ります。 

●ユニバーサル

デザインに配慮

したリーフレッ

ト等の作成・更

新 

●関係機関と連

携した普及啓発

●ユニバーサル

デザインに配慮

したリーフレッ

ト等の普及 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組推進

基本施策Ⅰ 「環境市民」をめざした取組 
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③市民への普及促

進 

【重点】〈エコ〉

○廃棄物分野における取組事例やごみ処理に係る

経費を紹介するなど、町内会・自治会等の会合や

各種イベントにおいて、ごみの減量・リサイクル

の体験学習などを行う「ふれあい出張講座」の充

実を図ります。 

●ふれあい出張

講座の充実 

④普及啓発拠点を

活用した啓発活動

の充実 

〈エコ〉 

○王禅寺エコ暮らし環境館やかわさきエコ暮らし

未来館、橘リサイクルコミュニティセンター、Ｃ

Ｃかわさき交流コーナーなどにおいて、資源循

環・低炭素・自然共生など、総合的な環境学習が

できる普及啓発拠点などを活用し、３Ｒに対する

意識啓発を図ります。 

●普及啓発拠点

等を活用した総

合的な環境学習

の推進  

●環境学習の更

なる推進に向け

た検討及び実施

⑤イベント等での

啓発活動の充実 

〈エコ〉（指標）

○市民、廃棄物減量指導員、事業者を対象にした

講演会を開催するとともに、原則として、毎月３

日に設定している「３Ｒ推進デー」を活用してＰ

Ｒ活動を行ったり、市民祭りをはじめとした各種

イベント等に出展し、３Ｒに係る啓発活動を実施

します。 

○フリーマーケット等を開催するとともに、各種

イベント等において、リユース食器やマイボトル

などの利用促進を呼びかけます。 

〇東京オリンピック・パラリンピックの開催を契

機として、「エコ暮らし」なライフスタイルを情報

発信するとともに、市民・事業者の環境意識の向

上を図ります。 

●イベント等で

の啓発活動の充

実  

●リユース食器

やマイボトルの

利用促進 

●イベント等を

活用した「エコ

暮らし」の発信

手法の検討 

●イベント等を

活用した「エコ

暮らし」の発信

⑥市内転入者への

普及促進 

【重点】〈エコ〉

○市外からの転入者に向けて、廃棄物減量指導員

や区役所などと連携し、川崎市の分別ルールの周

知徹底を図るとともに、環境意識の向上を図りま

す。 

○啓発効果の高い新規大規模集合住宅に対し、分

別ルールの普及啓発を重点的に行います。 

●区役所等と連

携した市内転入

者への普及促進

●新規大型集合

住宅等への分別

ルール等の普及

啓発 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

基本施策Ⅰ(2)情報共有の推進 

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①多様な媒体を活

用した情報提供 

〈エコ〉 

○資源物とごみの分別ルールや、廃棄物関連情報

のほか、市民団体等の活動内容、取組の紹介な

ど、様々な情報を、市ホームページや、スマート

フォンアプリ、地域情報誌、３Ｒニュースなど、

多様な媒体を活用して情報発信し、３Ｒに対する

意識啓発を図ります。 

●多様な媒体を

活用した情報発

信 

②資源物とごみの

分け方・出し方の

効果的な情報提供

〈エコ〉 

○大学と連携して開発した資源物とごみの分別ア

プリを活用し、きめ細かな情報提供を実施し、若

年層を中心とした３Ｒに対する意識啓発を図ると

ともに、「資源物とごみの分け方・出し方」や外国

人向けリーフレットを適宜更新します。 

○各種広報媒体や映像を活用して市民の分別意欲

の向上を図ります。 

●資源物とごみ

の分別アプリの

普及  

●「資源物とご

みの分け方・出

し方」などの更

新  

●映像等を活用

した分別排出の

意識啓発の推進

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

③家庭のごみダイ

エット・チェック

シートの普及と指

標の見直し 

【重点】〈エコ〉

○家庭のごみダイエット・チェックシートの普及

を図り、市民に対する３Ｒの意識啓発を図りま

す。 

○指標について、「エコ暮らし」を推進すると、ど

れくらい環境に貢献したかがわかるなど市民がよ

り実感できるよう適宜見直しを行っていきます。

●家庭のごみダ

イエット・チェ

ックシートの普

及  

●指標の見直し ●指標の見直し

④災害発生時の分

別方法の周知【重

点】（指標） 

○災害発生時は、通常の体制でのごみ収集が行え

ないことが想定されるため、災害時における家庭

でのごみ分別排出方法の検討を行うとともに、災

害時の分別方法などをわかりやすくまとめ、平常

時から市民等に周知を図ります。 

●災害発生時の

分別方法の検討

●リーフレット

の作成の検討 

●災害発生時の

分別方法の周知

●リーフレット

の普及 
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基本施策Ⅰ(3)市民参加の促進  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①廃棄物減量指導

員等との連携強化

【重点】〈エコ〉

○廃棄物減量指導員連絡協議会等を通じた勉強

会・施設見学会や情報交換を行うとともに、３Ｒ

推進デーなど様々な機会を捉えて、廃棄物減量指

導員や生活環境事業所、関係機関等との連携強化

を図ります。 

●廃棄物減量指

導員等との連携

②地域環境リーダ

ーの育成 

〈エコ〉 

○地域や職場で環境保全活動や環境配慮行動を率

先して行うことのできる人材の育成を目的とし

て、３Ｒを含めた必要な知識や技術を習得するた

めの講座を開催します。 

●地域環境リー

ダー育成講座の

実施 

③ごみゼロカフェ

など市民参加の取

組の推進 

【重点】〈エコ〉

○ごみ問題に関心のある様々な年代の市民や事業

者など多様な主体が参加し、様々な意見交換を行

い、その意見を広く市民等に発信し、実践しても

らう「ごみゼロカフェ」などの充実を図ります。

○SDGs の趣旨を踏まえ、食品関係者へのヒアリン

グや市民を交えた意見交換を実施し、新たな食品

ロス対策手法を検討します。 

●ごみゼロカフ

ェの開催  

●市民等参加の

取組の推進 

●運営手法の見

直し検討及び実

施 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた課題整理

及び取組の改善

④環境パートナー

シップかわさきの

推進 

〈エコ〉 

○環境基本条例第 15 条 2 項に基づき、市民・事業

者・行政の協働による環境についての地域におけ

る活動を促進するため、相互に交流する機会等に

関する支援のための措置を講じます。 

●環境パートナ

ーシップかわさ

きの開催 

⑤環境功労者の表

彰 

〈エコ〉 

○環境に配慮した活動を実践する市民・事業者等

の功績を称えるとともに、環境配慮の行動が全市

的に広がることを目的に環境功労者表彰を行いま

す。 

○日頃から地域で活動している個人・団体に対す

る身近な表彰制度を検討します。 

●環境功労者表

彰の実施  

●身近な表彰制

度の検討 

●身近な表彰制

度の実施 

◆ コラム１３ みんなで上げよう ごみの分別率 

○ 資源ごみのうち、ミックスペーパーとプラスチック製容器包装の分別率が低い状態です。 

空き缶分別率 

90%～95% 

空きびん分別率 

90%～95% 

ペットボトル分別率 

90%～95% 

ミックスペーパー分別率 

35%～40%
プラスチック製容器包装分別率 

35%～40%

○ きちんと分別されたミックスペーパーは「トイレットペーパー」などの紙製品に、 

プラスチック製容器包装は「ガーデニング用品」などのプラスチック製品に再資源化されます。 

紙資源の分別イメージ プラスチック資源の分別イメージ 

左記以外の 

全ての紙類 

＜ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰ＞

においの強い紙や

汚れた紙

＜普通ごみ＞ 

ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ・新聞

雑誌・牛乳ﾊﾟｯｸ

＜資源集団回収＞

左記以外の全 

てのﾌﾟﾗｽﾁｯｸ品 

＜ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装＞

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ素材の製品そ

のもの（おもちゃ等）

＜普通ごみ＞ 
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より一層のごみの減量化・資源化を図るために、市民・事業者・行政が一体となり、それぞれの

主体ごとに、まずはごみの発生抑制（リデュース・リユース）に重点を置きます。やむを得ず排出

されるごみの中で、資源化できるものは、リサイクルすることの習慣化を目指す必要があります。

基本施策Ⅱ(1)家庭系ごみの減量化・資源化  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①ごみ排出ルール

の周知徹底 

【重点】〈エコ〉

○ミックスペーパー・プラスチック製容器包装の

６割以上が分別されずに焼却されているなど、資

源物の普通ごみへの混入が見受けられることか

ら、警告シールの貼付や収集留保など収集時にお

ける啓発・指導を実施し、対応強化を図ります。

○ごみ減量・リサイクルの推進に向け、廃棄物減

量指導員をはじめ、地域と連携してごみ排出ルー

ルの徹底を図ります。 

●ごみ収集時に

おける分別排出

指導の実施  

●地域と連携し

たごみ排出ルー

ルの徹底 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

②製品の適正包装

の推進 

〈エコ〉 

○市内の大手スーパー、百貨店、商店街等に対

し、製品の適正包装及びレジ袋削減の推進に向け

た協力を要請するとともに、レジ袋の有料化や辞

退者への特典付与、マイバッグの利用促進など、

市民・事業者・行政の協働や創意工夫による様々

な手法を通じてレジ袋を削減し、環境配慮型ライ

フスタイルの確立を図ります。 

●製品の適正包

装及びレジ袋削

減の推進  

●事業者と協働

した取組の検討

●事業者と協働

した取組の実施

③拠点回収・店頭

回収の拡充 

【重点】〈エコ〉

○市民の利便性の向上を図り、資源化を図るた

め、資源物等の店頭回収や拠点回収の充実を引き

続き推進します。 

○回収拠点や対象物の把握・拡充を含め、資源化

促進に向けた取組について、検討を進めます。 

○東京オリンピック・パラリンピックを契機とし

た使用済小型電子機器等のリサイクルの推進を図

ります。 

●資源物等の拠

点回収・店頭回

収の推進 

●回収拠点や対

象物の把握 

●メダルプロジ

ェクトによる小

型家電リサイク

ルの推進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●小型家電リサ

イクルの回収の

充実 

④資源集団回収事

業の充実 

【重点】〈エコ〉

○資源集団回収は、ごみの減量だけでなく費用対

効果の面でも有効な事業であるため、ごみの減量

とリサイクルの推進に向け、回収頻度・回収拠点

等の増加、新規団体の登録促進、効果的な広報活

動による情報提供の充実など、活動の活性化と充

実を図ります。 

●回収頻度・回

収場所の増加 

●新規団体の登

録促進  

●効果的な広報

活動による情報

提供 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組推進

⑤衣料品リサイク

ルに係る取組の強

化【重点】〈エコ〉

○資源集団回収事業者への取扱の要請や拠点回収

の充実を引き続き推進します。 

○事業者と連携した店頭回収の取組など、リサイ

クルルートの拡充に向けた検討を行います。 

●衣料品等リサ

イクルに係る取

組の推進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

基本施策Ⅱ ごみの減量化・資源化に向けた取組 

◆ コラム１４ 使用済小型家電を集めて五輪メダルを作ろう！ 

  ● 「都市鉱山から作る！みんなのメダルプロジェクト」では、東京2020オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会の約5,000 個の金・銀・銅メダルを全国各地から集めた

リサイクル金属で製作するプロジェクトです（主催：東京2020組織委員会）。 

  ● 川崎市では、各区役所や支所などに小型家電回収ボックスを設置していますので、回収ボックスで回収

された小型家電は、オリンピック・パラリンピックで使用するメダルに生まれ変わります。 
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基本施策Ⅱ(2)事業系ごみの減量化・資源化  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①３Ｒに取り組む

店舗等に係る認定

制度の普及 

〈エコ〉 

○３Ｒに取り組む店舗等（リユース・リサイクル

ショップ及びエコショップ）の認定制度につい

て、市民の認知度向上、認定店のメリット拡充な

ど、制度の充実に向けた検討を進めます。 

●取組店舗の登

録促進や認知度

向上等に向けた

取組の実施 

②事業系ごみの減

量化等に向けた広

報の充実と指導の

徹底 

〈エコ〉 

○事業系ごみを一定量以上排出する事業者を「多

量・準多量排出事業者」に認定し、事業系ごみの減

量化・資源化に係る取組事例等の広報の充実を図る

とともに、きめ細かな指導を行うことにより、事業

系ごみのさらなる減量化・資源化を図ります。 

○事業系ごみの資源化手法等に係る広報を市内全

事業者を対象に実施し、事業系ごみの減量化・資源

化及び適正処理を一層推進します。 

●多量・準多量

排出事業者に対

する広報・指導

●市内全事業者

を対象とした情

報提供 

③事業系資源物の

リサイクルルート

の拡充 

【重点】〈エコ〉

○古紙類、剪定枝、厨芥類等の資源化について事業

者への普及啓発を行うとともに、事業系資源物のリ

サイクルルートの拡充に向けた支援を行います。

○処理センターでの内容審査を強化するとともに、

古紙類の資源化手法や市内の古紙再生業者の紹介

等を行うなど、事業者へのフォローアップを行いま

す。 

●事業系ごみの

資源化に向けた

普及啓発  

●古紙類に係る

リサイクルルー

トの拡充の検討

●内容審査の強

化  

●事業者へのフ

ォローアップ 

●古紙類に係る

リサイクルルー

トの拡充 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

基本施策Ⅱ(3)市の率先したごみの減量化・資源化  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①市庁舎等におけ

るごみ減量化運動

の推進 

〈エコ〉 

○市民や事業者の模範となるよう、市庁舎等にお

いてごみ減量化運動を推進し、３Ｒと適正処理の

周知徹底を図ります。 

○市民や事業者に率先して、庁内の省エネやリサ

イクルなど環境配慮の取組を推進します。 

●市役所出先機

関におけるごみ

減量化運動  

●エコオフィス

管理システムの

運営 

●市役所におけ

るごみ減量化運

動の推進 

②グリーン購入の

促進 

〈エコ〉 

○ごみの発生の少ない製品やリサイクル可能な製

品、環境への負荷の少ない製品を積極的に購入し利

用する、グリーン購入の拡大に向けた取組を、全庁

で引き続き取り組みます。 

●平成３０年度

グリーン購入方

針の策定及び取

組 

●平成３１年度

グリーン購入方

針の策定及び取

組 

●平成３２年度

グリーン購入方

針の策定及び取

組 

●平成３３年度

グリーン購入方

針の策定及び取

組 

●取組の

推進 
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基本施策Ⅱ(4)生ごみの減量化・資源化  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①エコ・クッキン

グ講習会の開催 

〈エコ〉 

○食を通じた環境配慮行動の普及事業として地球

においしい「エコ・クッキング」事業を、市内学

校のＰＴＡ等を対象に実施します。 

●エコ・クッキ

ング講習会の実

施 

②３きり運動の推

進 

【重点】〈エコ〉

○使いきり・食べきり・水きりのいわゆる「３きり」

を中心とした取組について、食品ロスの削減や生ご

みの減量化に向けた普及啓発の充実を図ります。

●普及啓発物の

作成・配布、ホー

ムページの作成

●普及啓発物・

ホームページに

よる普及促進 

●取組状況を踏

まえた普及促進

内容の改善 

●取組状況を踏

まえた普及促進

内容の改善 

③生ごみリサイク

ルに係る助成制度

の推進 

〈エコ〉 

○家庭系生ごみの減量・リサイクルを推進するた

め、生ごみ処理機等の購入に対する助成を行いま

す。 

○生ごみの減量と資源の循環を推進することを目

的として、家庭から発生する調理残さ・食べ残し等

を堆肥化し農地や公園の花壇などに有効活用する

市民団体の活動に対する助成を行います。 

●生ごみ処理機

等の購入助成 

●市民団体の生

ごみリサイクル

の活動助成 

④生ごみの減量

化・リサイクルに

係る取組の推進 

【重点】〈エコ〉

○生ごみリサイクルについての知識や経験の豊富

な方を「生ごみリサイクルリーダー」として認定し、

地域等に派遣したり、教材等を活用するなどして、

生ごみの減量化・リサイクルに関する普及啓発の充

実を図るとともに、学習の場として、生ごみの減量

化やリサイクルについての講習会等を開催します。

○生ごみリサイクルに取り組んでいる市民、事業

者、農業者等の取組を広く紹介する交流会を市民団

体と協働して開催します。 

○研究機関等と連携し、生ごみ減量化・リサイクル

を推進する実証試験に取り組みます。 

●生ごみリサイ

クルリーダーの

派遣による講習

会等の開催  

●生ごみリサイ

クル関係者の交

流会開催  

●研究機関等と

連携した生ごみ

減量化・リサイ

クルの実証試験

等 

●取組状況を踏

まえた課題整理

及び取組の改善

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●実証試験結果

を踏まえた取組

の推進 

⑤公共施設等にお

ける生ごみの減量

化・リサイクルの

推進 

〈エコ〉 

○生ごみ処理機等を活用し、調理残さや食べ残しを

資源化するなど、公共施設等での生ごみの減量化・

リサイクルの取組としてモデル事業を実施します。

●生ごみの減量

化・リサイクル

のモデル事業の

実施 

●生ごみの減量

化・リサイクル

事業の普及啓発

●モデル事業の

検証 

●取組の推進 

⑥学校給食におけ

る生ごみリサイク

ルの推進〈エコ〉

○給食の調理残さや食べ残しの飼料化など、生ごみ

のリサイクルに取り組んでおり、引き続き取組を推

進していきます。 

●給食残さの飼

料化などの推進

⑦食品ロス対策等

の推進 

【重点】〈エコ〉

○本来食べられるにもかかわらず廃棄されてい

る、いわゆる「食品ロス」の削減に向け、外食産

業と連携し、取組の充実を図ります。 

○食品ロスの削減に向けて、「食べきり協力店」制

度への登録促進や、市民の認知度向上に向けた取

組を図ります。 

○食品廃棄物のリサイクル推進に向け、食品廃棄物

を多く排出する多量排出事業者等の排出実態を把

握するとともに、対象事業者への普及啓発に向けた

取組を強化します。 

○市民への普及啓発を図るとともに実態を把握す

るため、ごみ組成分析の手法やアンケート調査の取

組について検討を行います。 

○食品関係者へのヒアリングや市民を交えた意見

交換を実施し、新たな食品ロス対策手法を検討しま

す。 

○事業者向け生ごみ処理機等を活用した生ごみの

減量化・資源化の活用に向けた検討を行う。 

●外食産業と連

携した「食品ロ

ス」削減の取組

実施  

●多量排出事業

者等の排出実態

把握及び食品リ

サイクル推進手

法の検討 

●市民の食品ロ

スの実態把握手

法の改善検討 

●事業者向け生

ごみ処理機等の

活用に向けた検

討 

●食品廃棄物の

リサイクル推進

に向けた取組の

推進 

●市民の食品ロ

ス実態把握手法

の改善及び取組

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 
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資源物にならないごみを適正に処理するとともに、市民生活のライフラインとして、2015(平

成 27)年度から移行した3処理センター体制の安定的な運営を目指す必要があります。 

基本施策Ⅲ(1)安全・安心な処理体制の確立  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①廃棄物処理技術

の研究と技能の継

承 

○廃棄物処理技術に関する研究・調査等を行い、

職員の知識・技術を向上させるとともに、様々な

機会を通じ、職員の技能の継承を図っていきま

す。 

●職員の知識・

技術の向上と技

能の継承の推進

②ごみ焼却灰（埋

立灰）及び埋立処

分場の適切な管理

○浮島埋立処分場に埋立を行っているごみ焼却灰

（埋立灰）については、安全・安心の観点から、放

射線量等のモニタリングを継続して行っていきま

す。 

○一時保管を行っているごみ焼却飛灰の処分につ

いては、コンテナの維持管理を実施しながら、安全

な処分を行っていきます。 

●モニタリング

の実施  

●保管灰の処分

③有害廃棄物・処

理困難物への取組

【重点】（指標）

○処理の困難性から現在市では収集しておらず、自

民が自宅で保管している有害廃棄物・処理困難物に

ついて、回収ルートや広報手法等の検討を行いま

す。 

●回収ルート及

び広報手法等の

検討 

●検討状況を踏

まえた具体的手

法の検討及び取

組の実施 

④廃棄物処理施設

等の補修・整備 

○廃棄物関連施設の多くは竣工から２０年が経過

し、劣化が進行していることから、設備の故障に伴

うごみ処理の計画外停止が生じないようにするた

め、安定稼動に向けて、計画的かつ適切な補修、整

備を実施し、施設の長寿命化を図ります。 

●安定稼動に向

けた施設整備の

実施 

●多摩生活環境

事業所長寿命化

対策工事 

●浮島処理セン

ター基幹的整備

工事 

⑤災害時における

安全・安心な廃棄

物処理体制の確保

【重点】（指標）

○災害時における安全・安心な廃棄物処理体制の確

保に向けて、災害廃棄物等処理計画などを適宜見直

し、庁内体制の強化を行うとともに、協定を締結し

ている関係事業者などとの連携強化を図ります。

○国や県、近隣自治体と定期的に情報交換を行うな

ど、広域的な連携にも取り組んでいきます。 

●必要に応じた

計画等の見直し

●関係機関・団

体等との調整 

●計画的な施設

整備 

基本施策Ⅲ 廃棄物処理体制の確立に向けた取組 

◆ コラム１５ 日本の食品ロスの量ってどれくらい？ 

 ○ 食品ロスとは、食べ残しなどの本来食べられるにもかかわらず廃棄されている食品を言います。 
 ○ 日本の食品ロスの量は、世界全体の食品援助量を上回っており、大量の食品が廃棄されています。 

【日本の食品廃棄物の量】 

年間約 2,800 万トン 

【日本の食品ロスの量】 

年間約 621 万トン 
（1人 1日当たり茶碗一杯）

【日本のコメの生産量】 

年間約 800 万トン

【世界全体の食品援助量】 

年間約 300 万～400 万トン
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基本施策Ⅲ(2)３処理センター体制の安定的な運営  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①安定的な処理体

制の運営 

【重点】 

○３処理センター体制においても、効果的・効率

的なごみの収集・運搬・処理が行われるように、

社会状況の変化等に的確に対応するとともに、安

定的な処理体制の運営に努めていきます。 

○廃棄物処理施設の長期的かつ安定的な稼働のた

めの組織体制について検討します。 

●ごみ処理施設

の安定稼働  

●長期的かつ安

定的な施設稼働

に向けた組織体

制の構築及び改

善 

②橘処理センター

の建替 

【重点】 

○「今後のごみ焼却処理施設の整備方針」に基づき、

既存の橘処理センターを解体撤去し、新たなごみ焼

却処理施設及びミックスペーパー資源化処理施設

の整備を進めます。 

●解体撤去工事

完了 

●建設工事（～

平成３４年度）

③堤根処理センタ

ーの建替 

【重点】 

○「今後のごみ焼却処理施設の整備方針」に基づき、

堤根処理センターの建替えに向けた準備を進めま

す。 

●法的手続きの

実施 

●基本計画策定 ●整備計画作成

④資源化処理施設

等の整備等方針の

検討 

○効果的・効率的な処理事業を推進するために、今

後の資源化処理施設等について、整備等の方針を検

討します。 

●資源化処理施

設等の整備等方

針の検討 

●資源化処理施

設等の整備等方

針の策定 

●方針に基づく

取組の推進 

基本施策Ⅲ(3)効果的・効率的な処理体制の構築  

施策名 施策概要 事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①計画のフォロー

アップ 

○施策の効果や処理コストの分析による点検・評

価等行いながら、計画のフォローアップを実施す

るとともに、次期行動計画の策定を行います。 

●第２期行動計

画のフォローア

ップ  ●次期行動計画

の策定に向けた

検討 

●次期行動計画

の策定 

②効果的な経済手

法の研究 

○効果的・効率的な廃棄物処理体制の構築を図ると

ともに、事業者や市民に対して効果的な経済的手法

について、社会経済状況や他都市の状況に注視しな

がら、調査・研究を進めます。 

○既存の手数料についても、随時、適正かどうか見

直しを行います。 

●経済的手法の

調査・研究の実

施  

●手数料見直し

の実施による動

向調査 

③民間活力の導入

を含めた公共と民

間の役割分担の検

討【重点】 

○廃棄物処理事業における公共と民間の役割分担

を整理しながら、本市のごみ収集業務やごみ焼却業

務のあり方や執行体制について検討します。 

●民間活力の導

入の検討 

④生活環境事業所

の再編 

【重点】 

○市内に５か所ある生活環境事業所のうち、堤根処

理センターに併設されている川崎生活環境事業所

は、３処理センター体制における堤根処理センター

の解体・建替工事により使用不能となることから、

南部生活環境事業所と中原生活環境事業所に機能

を統合することによる４生活環境事業所体制へ移

行します。 

○事業所再編にあわせ、生活環境事業所の機能強化

に向けた検討を行います。 

●４生活環境事

業所体制への検

討 

●生活環境事業

所の機能強化に

向けた検討 

●４生活環境事

業所体制への移

行 
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廃棄物処理事業の基盤である生活環境の保全及び公衆衛生の向上に努め、市民が、健康的で快

適な日々の生活が過ごせるよう、引き続き、安全・安心な生活環境づくりにしっかり取り組んでい

く必要があります。 

また、地域課題の解決に向けては、市民の理解と参加が不可欠であり、それは環境教育の実践の

場にもつながるため、市民・事業者・行政が協働して課題解決に取り組んでいく必要があります。

基本施策Ⅳ(1)まちの美化推進  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①集積所周辺等の

環境美化 

【重点】〈エコ〉

（指標） 

○資源物やごみの排出状況が悪く散乱が目立つ集

積所の周辺等について、啓発・指導を徹底すると

ともに、３Ｒ推進デー等を活用し、廃棄物減量指

導員や周辺住民と連携した集積所周辺等の環境美

化を図ります。 

○情報技術の活用や地域活動団体と連携したまち

美化の推進について検討を行います。 

〇東京オリンピック・パラリンピックの開催を契

機に、まちの環境美化の取組を強化します。 

●集積所周辺等

やまちの環境美

化の推進 

●情報技術の活

用や地域活動団

体との連携等の

検討 

●地域活動団体

と連携したまち

美化の取組の実

施 

●東京オリンピ

ック・パラリン

ピックを契機と

したまちの環境

美化の取組強化

●集積所周辺等

やまちの環境美

化活動の推進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

②各種普及啓発キ

ャンペーンの実施

【重点】〈エコ〉

（指標） 

○「ごみゼロの日」として 5 月 30 日に大規模キャ

ンペーンを実施するとともに、『環境衛生週間』行

事の一環として、市内統一美化活動と連動し、9 月

24 日から 10 月 1 日の間にも 1 回、大規模キャン

ペーンを実施します。 

○ポイ捨て禁止及び路上喫煙防止統一キャンペー

ンを関係部局や区役所等と連携し、毎月各区の主要

駅で啓発・清掃活動を実施し、市民の３Ｒへの意識

啓発やモラルの向上を図ります。 

●「ごみゼロの

日」や「環境衛生

週間」での大規

模キャンペーン

の実施  

● ポ イ 捨 て 禁

止・路上喫煙防

止統一キャンペ

ーンの実施 

●東京オリンピ

ック・パラリン

ピックを契機と

したキャンペー

ンの実施 

基本施策Ⅳ(2)市民ニーズに対応した取組の推進  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①ごみ相談窓口の

充実 【重点】

〈エコ〉 

○市民に身近な区役所等で行っている「ごみ相談

窓口」について、相談業務等の充実に向けた体制

の検討を行います。 

●ごみ相談窓口

の充実に向けた

検討及び取組 

②ふれあい収集の

推進 

【重点】（指標）

○超高齢社会を見据え、自ら一定の場所まで持ち出

すことのできない高齢者・障がい者の方々に対して

実施している「ふれあい収集」について、各地域の

特性を踏まえながら、取組の強化を図ります。 

○日々のごみ収集を通じた「みまもり」など、区役

所や地域と連携した、取組の検討を行い、地域包括

ケアシステムとの連携による取組を推進します。

●ふれあい収集

の推進 

●区役所や地域

等と連携した取

組の推進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

基本施策Ⅳ 健康的で快適な生活環境づくりの取組 
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③市民ニーズに対

応したごみ収集 

○狭あい地域や交差点内などの集積所について、各

地域の特性を踏まえながら、効果的な収集を行いま

す。 

○さらなる市民ニーズに対応したごみ収集手法に

ついて検討を行います。 

●狭あい地域等

における効果的

な収集運搬の実

施  

●市民ニーズに

対応したごみ収

集手法の検討及

び推進 

④一時多量ごみへ

の対応 

【重点】（指標）

○超高齢社会の到来など社会的状況の変化からニ

ーズが高まっている「遺品整理や引越しなどに伴う

一時多量ごみ」について、適正な処理方法を構築し、

処理を行います。 

●適正な処理方

法の検討・構築

●一時多量ごみ

の適正な処理の

実施 

基本施策Ⅳ(3)不適正排出対策等の取組 

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①不法投棄対策の

実施 

○関係機関との連携を図りながら不法投棄への対

応を行うとともに、監視パトロールの実施や不法

投棄防止用の看板、監視カメラ等の設置により、

不法投棄の未然防止及び環境改善を図っていきま

す。 

●監視パトロー

ルの実施  

●不法投棄の未

然防止及び環境

改善 

②不適正排出指導

等の徹底 

【重点】 

○不適正排出事業者に対して、立入調査等の機会を

通じ、適正排出に向けた指導を行うことにより、事

業者処理責任の徹底、及び受益者負担に係る公平性

の確保を図ります。 

○無許可の廃棄物回収業者の対策について検討し

ます。 

○家庭から出るごみについても、普通ごみに資源物

が混入している場合、警告シール貼付と収集保留な

ど対応を強化します。 

○分別の徹底に向けた効果的な手法について検討

を行います。 

●不適正排出事

業者に対する立

入調査・指導の

実施  

●無許可の廃棄

物回収業者に対

する対策の検討

●家庭ごみの分

別徹底に向けた

手法の検討 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

③資源物の持ち去

り対策の検討 

○資源物の持ち去りについて、本市の現状を把握し

つつ、対策を検討します。 

●資源物の持ち

去り対策の検討

④搬入禁止物の混

入防止 

【重点】 

○処理センターに搬入してはいけない産業廃棄物

等の混入を防止するとともに、３処理センター体制

における、焼却処理施設のより安定的な稼働の確保

に向け、内容審査を充実し、監視・指導を強化しま

す。 

●内容審査の強

化 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

無

許

可

適切なごみの分け出

しって大事なんだね

無許可の廃品回収業者の利用は、自分の

出したごみが不法投棄されたり、海外の

環境汚染などに繋がる危険があるよ
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廃棄物分野で、持続可能な社会を目指していくためには、「資源循環」は当然のことですが、「低

炭素」・「自然共生」の視点も持った統合的な取組を行い、ごみの焼却に伴う熱回収を徹底し、エネ

ルギーを有効活用することで、温室効果ガスの削減に貢献するとともに、リデュース・リユースな

どのごみの発生抑制に取り組むことで天然資源の投入の抑制や埋立処分場の延命化を目指す必要

があります。 

また、地球温暖化に及ぼす影響が最も大きいＣＯ２の削減につながる、プラスチック製容器包

装の分別排出をさらに徹底して焼却ごみの削減を図り、温室効果ガスの削減に取り組む必要があ

ります。 

基本施策Ⅴ(1)エネルギー資源の効果的な活用 

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①ごみ発電事業等

の余熱利用の推進

【重点】 

○処理センターで発電した電力のうち、余剰電力

は売却して有効利用を図るとともに、今後、建替

えを行う処理センターにおいて高効率な熱回収設

備の導入に向けた調整を進め、ごみ発電事業の推

進を図ります。 

○処理センターで発生した余熱について、隣接す

る余熱利用市民施設での活用を行います。 

○整備事業を進めている橘処理センターについて

は、地震等の災害時においてもごみ焼却処理を継

続し、安定的な発電及び余熱利用が行えるよう、

施設の強靭化を図ります。 

●余剰電力の売

却  

●建替え行う処

理センターの高

効率な熱回収設

備の導入調整 

●余熱利用市民

施設の運営 

●災害時におい

てもごみ焼却処

理を継続し、安

定的な発電・余

熱利用を行える

橘処理センター

の建設(～平成

３４年度) 

②廃棄物発電の新

たな活用法の検討

【重点】 

○廃棄物発電を活用した電力の一括契約など、エネ

ルギーの地産地消に向けた調査研究を進めます。

●エネルギーの

地産地消に向け

た調査・研究 

●廃棄物発電を

活用した電力の

一括契約 

●取組状況を踏

まえた改善の検

討及び取組の推

進 

③バイオマス資源

の利用促進に向け

た調査・研究 

○バイオマスとして注目される資源について、利用

促進に向けた調査研究を進めます。 

●バイオマス資

源の利用促進に

向けた調査・研

究 

基本施策Ⅴ 低炭素社会・自然共生社会をめざした取組 
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基本施策Ⅴ(2)低炭素・自然共生をめざした資源の有効利用  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①様々な地域活動

団体等と連携した

取組の推進〈エコ〉

○「資源循環」・「低炭素」・「自然共生」など様々

な地域活動をしている方々や事業者等と情報共有

を行い、様々な形で連携ができるよう検討を行い

ます。 

●様々な地域活

動団体等との連

携 

＜再掲＞ 

② Ⅱ（４）③ 生ごみリサイクルに係る助成制度の充実   ③ Ⅱ（４）④ 生ごみリサイクルに係る取組の推進 

④ Ⅱ（４）⑤ 公共施設における生ごみリサイクルの推進  ⑤ Ⅱ（４）⑥ 学校給食における生ごみリサイクルの推進 

⑥ Ⅱ（４）⑦ 食品ロス対策の推進            ⑦ Ⅲ（２）② 橘処理センターの建替え 

⑧ Ⅲ（２）③ 堤根処理センターの建替え 

基本施策Ⅴ(3)環境に配慮した処理体制の構築  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①環境にやさしい

輸送システムの構

築 

○ハイブリッド収集車等の環境負荷低減車両の導

入を推進します。 

○圧縮中継施設の活用による輸送の効率化や、

1995(平成７)年度から全国に先駆けて導入した鉄

道による廃棄物輸送を行うなど、環境にやさしい

輸送システムの構築を図ります。 

●環境負荷低減

車両の導入推進

●ごみ圧縮中継

施設の活用及び

鉄道輸送の継続

②環境マネジメン

トシステムを活用

した処理センター

の運営 

○環境マネジメントシステムを活用し、処理センタ

ーにおいて環境に配慮した事業運営を行います。

●環境マネジメ

ントシステムの

運用 

●運用改善に向

けた検討 

●運用改善及び

改善検討の継続

実施

③埋立処分場延命

化の研究 

○現在、2053(平成 65)年度には一杯になると見込

まれている埋立処分場をさらに延命化するための

方策について、ごみ焼却灰の資源化など調査・研究

を行います。 

●埋立処分場の

延命化に向けた

調査・研究 

●調査・研究状

況を踏まえた具

体的な延命化手

法の検討

基本施策Ⅴ(4)蓄積された環境技術等を活かした取組  

施策名 施策概要 

事業内容（第２期行動計画期間） 2022 

(H34)

年度以降
2018(H30) 

年度 
2019(H31) 

年度
2020(H32) 

年度
2021(H33) 

年度

①環境に配慮した

製品の開発促進に

向けた環境づくり

○事業者が環境に配慮した製品を開発し、その処

理やリサイクルに責任をもつシステムの確立に向

け、関係自治体等と連携して事業者や国に呼びか

ける等、取組を推進します。 

●国・事業者等

への要望 

②環境産業との連

携 

○市民の環境意識の向上を図り、地域内循環を促進

するため、グリーンイノベーション推進方針を踏ま

えながら、環境産業との連携を図ります。 

●事業者等と連

携した取組の推

進  

③国際貢献の推進 ○本市でこれまで培ってきた先進的な廃棄物処理

の経験やノウハウを活用し、国や事業者等と相互に

連携しながら、ニーズのある海外都市に対し廃棄物

の適正処理やリサイクルに関する支援を行います。

●国際貢献の推

進 

④低 CO2 川崎ブラ

ンドの推進〈エコ〉

○ライフサイクル全体で二酸化炭素削減に貢献す

る製品等を認定し、広く発信する「低 CO2川崎ブラ

ンド」を推進します。 

●低 CO２川崎ブ

ランドの認定及

び普及の推進 
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～コラム１６～ かわるんの１日から見た１５０万市民のエコ暮らし像 

・かわるんは日々、市民の皆様に、より３Ｒを身近に感じてもらうために活動しています。 

・１５０万市民のエコ暮らし像について、かわるんの普段の１日を参考に考えてみよう。 

◆ 150万市民がエコ暮らしを実践すると、ごみ焼却量はどうなる？ 

① ３きりを徹底し、普通ごみの中に含まれる生ごみの

量が今よりも１0%（１人１日１０ｇ）減ったらど

うなるのかな？ 

② ごみの分別を徹底し、普通ごみの中に含まれる資源

ごみの量が今よりも１0%（１人１日１４ｇ）減っ

たらどうなるのかな？ 

③ マイバッグ持参などのリデュースの取組により、１

人１日当たりの普通ごみ排出量が１0g削減された

らどうなるのかな？ 

ごみ焼却量 約５，５００ﾄﾝ削減 

ごみ焼却量 約７，６００ﾄﾝ削減 

ごみ焼却量 約５，４００ﾄﾝ削減 

（参考）第２期行動計画目標値（家庭系） ごみ焼却量 １２，０００ﾄﾝ削減 

１人のエコ暮らしの取組効果は小さくても、市民のみ

んなで実践すると、もの凄く大きな効果があるんだね！

～朝～ 

○ 朝はごみの分別。ごみ分別

アプリを使って分別方法を

チェックしているよ。 

○ 資源ごみは分ければ資源・

混ぜればごみだから、しっ

かりと分別しなくちゃね。 

～昼～ 

○ 日中は、環境イベントに参

加して、子供など、様々な

市民への環境教育・普及啓

発を行っているよ。 

○ 今日は、衣類のリメイクイ

ベントに参加するんだ。 

～夕方～ 

○ 夕方はマイバッグでお買い

物。必要なものだけ上手に

買って使いきりを意識すれ

ば家計にも助かるね。 

○ 詰め替え商品を選べば、安

上りだし、ごみも減って一

石二鳥だね。 

～夜～ 

○ ごはんは美味しく食べきろ

う。食べ残しはお金が余計

にかかるし、何よりもった

いないからね。 

○ 寝る前に最後に食器洗いを

しなくちゃ。調理くずはし

っかりと水きりするよ。 

※ H28 年度の人口及び実績による試算値
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西暦 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度

和暦 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 

日数  365 日 365 日 366 日 365 日 365 日 365 日 366 日 365 日 365 日 

人口  1,327,011 人 1,342,262 人 1,369,239 人 1,390,270 人 1,409,558 人 1,425,512 人 1,430,773 人 1,439,164 人 1,448,196 人

1 人 1 日あたりのごみ排出量 1,211g 1,221g 1,178g 1,110g 1,069g 1,041g 1,044g 1,021g 1,006g 

家庭系[道路清掃ごみ含む] 816g 808g 784g 756g 732g 718g 708g 699g 679g 

事業系  395g 413g 394g 354g 337g 323g 337g 322g 327g 

焼却ごみ  461,435 ﾄﾝ 463,131 ﾄﾝ 449,776 ﾄﾝ 428,225 ﾄﾝ 420,517 ﾄﾝ 412,712 ﾄﾝ 401,893 ﾄﾝ 392,926 ﾄﾝ 377,363 ﾄﾝ

家庭系  315,753 ﾄﾝ 316,220 ﾄﾝ 309,169 ﾄﾝ 303,309 ﾄﾝ 300,212 ﾄﾝ 296,368 ﾄﾝ 278,553 ﾄﾝ 275,587 ﾄﾝ 258,810 ﾄﾝ

事業系  145,021 ﾄﾝ 146,211 ﾄﾝ 139,880 ﾄﾝ 124,278 ﾄﾝ 119,719 ﾄﾝ 115,829 ﾄﾝ 122,899 ﾄﾝ 116,889 ﾄﾝ 118,129 ﾄﾝ

道路清掃ごみ 661 ﾄﾝ 700 ﾄﾝ 727 ﾄﾝ 638 ﾄﾝ 586 ﾄﾝ 515 ﾄﾝ 441 ﾄﾝ 450 ﾄﾝ 424 ﾄﾝ

資源化量 124,900 ﾄﾝ 134,675 ﾄﾝ 140,468 ﾄﾝ 134,725 ﾄﾝ 129,351 ﾄﾝ 128,664 ﾄﾝ 144,685 ﾄﾝ 143,054 ﾄﾝ 154,299 ﾄﾝ

家庭系 78,737 ﾄﾝ 78,711 ﾄﾝ 82,805 ﾄﾝ 79,252 ﾄﾝ 75,816 ﾄﾝ 76,196 ﾄﾝ 91,236 ﾄﾝ 90,715 ﾄﾝ 99,472 ﾄﾝ

事業系 46,163 ﾄﾝ 55,964 ﾄﾝ 57,663 ﾄﾝ 55,473 ﾄﾝ 53,535 ﾄﾝ 52,468 ﾄﾝ 53,449 ﾄﾝ 52,339 ﾄﾝ 54,827 ﾄﾝ

総排出量 586,578 ﾄﾝ 598,039 ﾄﾝ 590,499 ﾄﾝ 563,199 ﾄﾝ 550,115 ﾄﾝ 541,648 ﾄﾝ 546,873 ﾄﾝ 536,225 ﾄﾝ 531,949 ﾄﾝ

※ 乾電池の量については、表示を省略 

基本計画 

基準年度 
実績 

第 2 期 

基準年度
第 2期行動計画期間（将来予測）

西暦 2014 年度 2015 年度 2016 年度 2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度

和暦 H26 H27 H28 H30 H31 H32 H33 

日数  365 日 366 日 365 日 365 日 366 日 365 日 365 日 

人口  1,461,043 人 1,475,213 人 1,489,477 人 1,512,280 人 1,524,640 人 1,537,000 人 1,544,140 人

基本計画【目標１】  

1 人 1 日あたりのごみ排出量 
998g 976g 947g 934g 925g 920g 917g 

家庭系  660g 651g 634g 629g 625g 624g 623g 

行動計画【目標１】 

 普通ごみ 
453g 450g 443g 428g 419g 413g 407g 

事業系  338g 324g 312g 304g 299g 296g 293g 

資源化量  161,541 ﾄﾝ 155,552 ﾄﾝ 148,983 ﾄﾝ 158,300t 162,900t 167,600t 172,200 ﾄﾝ 

家庭系  102,298 ﾄﾝ 100,021 ﾄﾝ 95,524 ﾄﾝ 102,800t 106,500t 110,100t 113,800 ﾄﾝ 

事業系  59,243 ﾄﾝ 55,531 ﾄﾝ 53,459 ﾄﾝ 55,500t 56,500t 57,700t 58,500 ﾄﾝ 

資源化率  30.3% 29.5% 28.9% 30.7% 31.6% 32.5% 33.3%

行動計画【目標２】
家庭系資源化率

29.1% 28.5% 27.7% 29.6% 30.5% 31.5% 32.4%

基本計画【目標２】  

行動計画【目標３】 焼却ごみ 
370,849 ﾄﾝ 371,270 ﾄﾝ 366,016 ﾄﾝ 357,400t 353,000t 348,700t 344,400 ﾄﾝ 

家庭系 249,626 ﾄﾝ 251,273 ﾄﾝ 249,319 ﾄﾝ 244,600t 242,200t 239,800t 237,500 ﾄﾝ 

事業系 120,819 ﾄﾝ 119,547 ﾄﾝ 116,333 ﾄﾝ 112,400t 110,400t 108,500t 106,500 ﾄﾝ 

道路清掃ごみ 404 ﾄﾝ 450 ﾄﾝ 380 ﾄﾝ 400t 400t 400t 400 ﾄﾝ 

総排出量  532,390 ﾄﾝ 526,822 ﾄﾝ 514,999 ﾄﾝ 515,600t 515,900t 516,300t 516,600 ﾄﾝ 

※ 資源化量 ＝ 家庭系資源物 ＋ 事業系資源物（乾電池は家庭系資源物に含める） 
※ 「1人1日あたりのごみ排出量」における道路清掃ごみは微少のため省略 
※ H27、H28の括弧内数値は、基本計画策定時の将来予測値
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